


仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる

デジタル化が進んでいない伝統的な産業にインターネットを持ち込み、


産業構造を変え、世の中に大きなインパクトを与えていきたい。


ラクスルはそんな思いで事業を展開しています。



ステークホルダーと共に

目指す社会変革への挑戦

Our Stakeholders

顧客

サプライヤー

従業員

地域社会

株 主・投 資家

ラクスルは、「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」というビジョンのもと、 
デジタル化が進んでいない伝統的な産業にインターネットを持ち込み、産業構造を

変えることで、より良い世界にすることを目指しています。  

その実現に向け、ステークホルダーに真摯に向き合い、どのような価値を提供でき

るか日々追求するとともに、多様なステークホルダーとの共創を通じ、価値創造の

ための変革を続けています。  

ラクスルは今後も社会課題と向き合いながら、ステークホルダーに様々な価値を 
提供することで、事業活動を通じた持続可能な社会の実現に貢献するとともに、 
自らの持続的成長を実現していきます。  

そして、ステークホルダーと共に、より良い社会、更にはより良い世界の実現に向け、

社会変革という大きなテーマに取り組んでいきます。
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CEO Message

沿革

価値創造ストーリー


価値創造プロセス

https://corp.raksul.com/ir/ 

https://corp.raksul.com/esg/

より詳細な決算・サステナビリティ関連情報を入手したい方は、

HPをご覧ください。

2021年8月1日～2022年7月31日 
（一部に2022年8月以降の活動等を含みます）

報告対象期間

この統合報告書は、株主・投資家をはじめとする幅広いステークホル
ダーに、当社の持続的な成長と企業価値向上の実践を多面的にご理解
いただくことを目指しています。編集にあたっては、国際統合報告評議会
(IIRC)の「国際統合報告フレームワーク」等を参照し、財務情報と非財務
情報を併せて掲載しています。



今回の統合報告書では、外部環境の変化の中、当社がいかに自らを変
革し、新たな価値を創出し続けているか、その価値創造モデルへの理解
を深めていただけるよう、全体を構成しました。また、ステークホルダーの
関心の高い人的資本や気候変動対応等、ESGの取り組みの記載を拡充
しています。

編集方針
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Introduction



CEO Message
複数の産業インフラを生み出す次の10年に向けて

2022年を振り返って
　2022年は、当社にとって現在のラクスルの原型となるネット印刷事業

をスタートして10年目となる節目の年でした。

この１年を振り返ると、「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」

というビジョンのもと、複数の産業のインフラを生み出す次の10年に

向けての基盤づくりができた1年だったと総括します。
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・総務/調達予算領域の事業拡張

 マス広告/デジタル広告予算領域への進
 エンタープライズSaaSの事業モデル開発

 IT予算領域への進
 エンタープライズSaaSの 

事業モデル開
 グローバルへのチャレンジ

 デジタル販促予算領域への進
 PLG(Product Led Growth)型SaaS 

の事業モデル開発

将来の新規事業

 オンデマンド印刷領域 
の事業拡張

 物流予算領域への進出
 マッチングビジネスモデルの横展開

将来の新規事業

事業間の

顧客シナジー


の創出

M&Aによる

領域拡張と


顧客シナジー創出
既存事業

への投資 事業面

組織面

競争力のある

報酬設計

会社・社員/

社員間の

相互信頼

高い生産性と

リテンション

財務/投資面

増資・M&A等の

財務オプション


の増加

規律の効いた

経営による


全社利益の拡大

高いROIの実現

長期的企業価値


の向上

既存事業における

顧客価値の追求と


利益の拡大
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Quality Growth

ラクスルにフィットした

ユニークなポートフォリオ経営の型

　まずは2022年6月に発表したQuality Growth

です。これまで、お客様とサプライヤー様への付
加価値の総和である売上総利益の最大化の為
に再投資を継続してきましたが、マクロ環境の変
化によって、これからは未来の利益だけでなく今
の利益も意識をすることが必要となってきまし
た。当社は素早くこの社会・経済の変化をとら
え、既存事業における顧客価値を追求しながら、
しっかりと利益を拡大していくQuality Growth
にシフトしました。

今後の当社の基盤となるこの経営方針には、事
業面、組織面、そして財務・投資面という３つの
側面があります。事業面では、既存事業への投
資をし、事業間でシナジーを作り、そしてオーガ
ニックだけでなくM&Aを通した領域拡大により
さらなる成長を目指しています。組織面では、競
争力のある報酬設計と、後述の「Be Trusted」
により社員間と社員と会社間で信頼関係を築
き、生産性とリテンションの高い組織を目指して
います。そして財務・投資面では、規律の効いた
経営によって全社の利益を拡大し、長期的企業
価値の向上により増資・M&A等の財務オプショ
ンを持ち続けていくことを目指しています。

　このQuality Growthのもと、2022年は各事
業も様々な資本関係に変化しました。ノバセル
の分社化、ダンボールワン社の完全買収、ハコ
ベルのJV化、ジョーシスの分社化及び外部資金
調達と、立て続けに多くのコーポレートアクショ
ンを実施し、すべての事業をオーガニックに創出
し成長させてきたこれまでの形から、買収やJV
化、外部資金調達等により、各事業において資
本関係の変化が生じました。

この意図は、コア事業に対して投資を集中する
ことで利益を伴う成長を継続させていく一方で、
同時に長期で複数の産業でのデジタルプラット
フォームの創出を実現する事にあります。これに
よりすべての事業で「仕組みを変えれば、世界
はもっと良くなる」というビジョンを共有しなが
ら、「事業間での投資のトレードオフ最小化」、

「すべての事業における十分な投資」、「新しい
産業インフラの創出」、「ケイパビリティの蓄積と
グループ全体でのシナジー創出」を可能にし、ラ
クスルにフィットしたユニークなポートフォリオ経
営の型を作ることができました。



Team First チーム構築
人数が増え、組織としてできることが大幅に増えていく
中では、一騎当千型の事業・組織開発からチームでの
価値創造への変遷がより重要になってきます。特に、マ
ネージャー以上の役職につく者の役割として、組織の採
用・オンボード・育成・昇進・リテンションを強く求めてい
きます。これらの項目を強化することでチームマネジメン
トに長けた人材を育成し、企業基盤をより強固なものに
していきます。

Transparency 情報共有
当社では「多様性の高い組織が高い価値を顧客・社会に
生み出し、ひいては高い企業価値に繋がる」と信じていま
す。職務・国籍・性別・年齢と多様性が広がる中で、何も言
わなくとも伝わるハイコンテクストなコミュニケーションス
タイルから、価値を意思決定とその背景を明文化する
ローコンテクストな企業文化に変容していく必要がありま
す。ローコンテクストな企業文化は、より多様な才能ある
人材の採用・活躍に繋がると考えます。

System 技術・仕組み化
当社では新しい取り組みを行う際に、最初からソフトウェ
ア開発をすることを推奨していません。まずは属人的なア
プローチで仮説を検証した上で、需要の検証やオペレー
ションの改善検証を行うアプローチを推奨しています。こ
れはソフトウェア開発が大変高価なものであるとともに、
多くのチームを巻き込むため、うまくいかなかった時には
チームのモチベーションにも大きな影響を与えるためで
す。一方で属人的なプロセスの検証後は、仕組み化とソフ
トウェア化により品質の安定と逓増コストの低減を図り、
顧客満足度と高い利益率の実現が可能になります。この
一連のアナログ検証→デジタル化の流れは、当社の社員
が最も得意とするところです。

Reality 高解像度
当社は需要と供給の両サイドに向き合うマーケットプレイス
という事業特性上、印刷会社やクリエイティブ会社、テレビ
局といった生産/制作現場とのコラボレーションが事業の
要となります。お客様の理解を深め、現場の理解を深め、
本当にお客様が解決したい課題を見出し、生産/制作現場
のパートナーと一緒にその課題を解決をしていくことで、売
上・売上総利益を上げていくことができます。そのため、「解
像度」を高く保つことが当社における最も重要なバリュー
であると考えています。

ラクスルのDNA 、“RAKSUL Style”のアップデート
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　これまで当社では、アントレプレナーシップを持って全員が事業に向かうことを良し
とし、非連続な価値を生み出すことにコミットしてきました。しかしながら、企業の成
長とともに事業が進化・複雑化し、組織が拡張していくフェーズにおいて、変化点を
迎えているとも感じています。その変化に対応するために、チームビルディングや透
明性の高いマネジメントに焦点を当てた「Be trusted」と称するプログラムを導入し
ました。行動規範の刷新を始めとするこの取り組みは、時代の変化への適応である
とともに、現在売上340億円にまで拡大したラクスルが、今後1,000億円の売上規
模に拡大し、社会のインフラになっていくための人事OS（仕組み）のアップデートで
もあります。

　当社は今後もこのような進化・変化を続け、ビジョンを実現していきますが、その根

幹になるのは人材です。

　行動規範「RAKSUL Style」は、「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」という

ビジョンを要素分解し、社員が発揮するべきバリューとして位置付けたもので、2015

年に初めて制定して以来、当社のDNAの一部となっています。この６年間継続して採

用してきた”Reality”と”System”に加えて、2022年からはこれまでの”Cooperation”

から、”Transparency”と”Team first”という２つに刷新しました。
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ステークホルダーの皆さまに向き合い、 

社会・産業に対して新しい仕組みを提示していく

　当社はお客様とパートナーであるサプライヤー様に支えられて成長を続けていま
す。同時に、当社のプラットフォームがお客様とサプライヤー様のビジネスのあり方
を、それまでとは別のものに変えてきました。

　ラクスル事業の開始から10年が経ち、200万の個人・法人のお客様からご支持
をいただき国内最大規模のネット印刷事業となりました。サプライヤーの印刷会社
様の中には上場を果たされた会社もあれば、我 と々共により大きな設備投資をして
収益を上げ、報酬として社員に還元された会社も多くあります。

　ノバセル事業では、地方のテレビ局ではなかなか獲得することができなかった新
規顧客を、ノバセルがテレビCMを民主化することで獲得できるようになりました。

　ハコベル事業では、今年度セイノーホールディングス様とJVを設立することによっ
て、より深く運送業界に入り込み、セイノーブランドをもとにお客様からも非常に高い
信頼を得られるようになりました。また、プラットフォームによって生み出された新しい
仕組みをレバレッジすることに成功しました。



　当社のビジョンは「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」です。創業から一貫
して、伝統的な産業にインターネットを持ち込み、その産業構造を変えるのだという
強い哲学を持って経営を行ってきました。過去10年の事業を通して、印刷・テレビ
CM・運送の各産業で一定のインパクトを残すことができたと自負しています。そして
この数年は、お客様とサプライヤー様のビジネスだけでなく、サプライチェーン上での
環境負荷、労働環境、取引に対しても責任を持っていくことに力を入れ始めていま
す。長期的な企業の成功のためにはESGの観点も欠かすことができません。今後は
専任役員を設置し、ESGを意識した活動とそのディスクローズを通じた、当社の思想
と取り組みの発信を行っていきます。



　今後も、ステークホルダーの皆さまと方向性を共有し、長い時間軸で日本の、そし
て世界の産業構造の変革という大きなテーマに取り組んでいきたいと考えておりま
す。引き続き、当社へより一層のご支援を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げ
ます。



300億

100億

200億

沿革 当社は創業時から、「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」というビジョンを掲げ、産業の課題に向き合い、

解決してきました。今後も社会の変化に対応しながら、価値を提供する仕組みを構築し続けていきます。
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FY2010 FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

インオーガニック成長含む

事業ポートフォリオの拡大

大規模投資による価値拡大

と複数事業の成長創業と事業立ち上げ

339億円

390-396億円

2023年7月期業績見込

不況下で多くの企業がコスト削減に注力する中、削減幅の大き
かった印刷コストに着目。アナログで非効率な構造を抱える印
刷業界をインターネットで変えるべく、2009年に会社設立。
2013年に印刷機の非稼働時間を活用したシェアリングプラット
フォーム「ラクスル」を開始。

資金調達環境の改善を追い風に、顧客・サプライヤーへの付加価
値拡大に向けて投資を継続。印刷同様にアナログで非効率な業
界構造をもつ物流、テレビCM業界でプラットフォームを提供開
始。更にエンジニア人員の採用が激化する中でも技術力を強化す
るため、ベトナム、インドに拠点を設立し、いち早くグローバルな開
発体制に移行。

COVID-19の流行やデジタル化の進展等により変化する需要に合
わせて、内製での事業立ち上げだけでなく、M&A/出資を通した領域
拡大も積極的に実施。ラクスル事業の成長に伴い、既存事業におけ
る顧客価値追求と利益拡大を重視する経営(Quality Growth)に進
化。またESG意識の高まりも顕著になり企業の持続可能性が求めら
れる中、取り組みと開示を強化。

2009年09月

2012年04月,11月

2013年03月 


2014年02月

2014年06月

会社設立

第三者割当増資により総額約2.3億円を調達

印刷のシェアリングプラットフォーム「ラクスル」を
開始

第三者割当増資により総額約15.5億円を調達

テレビCM放映開始

2015年02月

2015年12月

2016年08月

2018年05月

2019年08月

2020年04月

2020年06月 


2020年07月

第三者割当増資により総額約40.0億円を調達

物流のプラットフォーム「ハコベル」を開始

第三者割当増資により総額約20.5億円を調達

東京証券取引所マザーズに上場

東京証券取引所市場第一部に上場

広告のプラットフォーム「ノバセル」を開始

ベトナムにRAKSUL VIETNAM COMPANY LIMITEDを
設立

インドにRAKSUL INDIA PRIVATE LIMITEDを設立

2020年10月

2020年12月

2021年09月
2021年09月

2022年02月

2022年10月
2022年11月

2023年08月

HP作成SaaS運営「株式会社ペライチ」の株式を取得し関連
会社化

ダンボール・梱包材EC運営「株式会社ダンボールワン」の株
式を取得し関連会社化

コーポレートITプラットフォーム「ジョーシス」を開始

オンデマンド印刷事業運営「ネットスクウェア株式会社」の株
式を取得し関連会社化

株式会社ダンボールワンを完全子会社化

MSCIのESG格付けで「A」を獲得

ラクスルの登録ユーザー数が200万人を突破し、国内ネット
印刷No1*に

ネットスクウェア株式会社のオンデマンド印刷事業譲り受け

（予定）

売上高

*東京商工リサーチ調べ（ 2022 年 12 月時点 主要ネット印刷サービスにおいて）

2022年7月期実績
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稼働率の向上を通じた売上向上

業務効率・生産性の向上

取引効率の改善・コスト削減
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日本の構造的課題
日本の生産年齢人口は2010年から2020年の10年の間で
10%減少し、今後も同じペースでの減少が続くと予測されて
います *1。

また、日本の労働生産性は、米国の3分の2程度に相当し、
OECD加盟38か国中23位、G7の中でも最下位となってお
り、生産性は世界的に見ても低い状況にあります *2。
*1 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月）」

*2 OECD

産業の構造的課題
20世紀にできた多くの産業では、企業が装置（印刷機、ト
ラック等）を購入し、営業がそのキャパシティを販売するという
製販一体型でした。これにより、大企業が外注を多用し、大企
業を頂点としたピラミッド型の多重下請け構造が生まれまし
た。

この結果、大企業の管理費や付加価値の低い中間業者の存
在により取引コストが高くなり、需要と供給双方における最
適化が実現されていない状況が続いています。

当社は、需要と供給の取引/業務効率を
改善し、産業の非効率な構造をなめらか
にし、DXを通じたお客様・サプライヤー様
双方の生産性向上、およびエンパワーメン
トに取り組んでいます。

「仕組みを変えれば、世界はもっと良くな
る」というビジョンのもと、デジタル化が進
んでいない伝統的な産業に、インターネッ
トを持ち込み産業構造を変えることで、よ
り良い世界を実現する――

これが当社の価値創造ストーリーです。



社会価値に向き合い、

変革を起こす人材力
多様な人材・次世代リーダーシップの活躍推進

高い生産性の実現

女性従業員比率 41.8％
12.4％外国籍従業員比率

グループ会社経営層の継続輩出

役職員一人あたり売上総利益 22.9百万円

持続的成長と利益の還元

持続的な利益成長・拡大

高い資本効率の実現

売上総利益CAGR +38.1%

16.3億円全社EBITDA

ROE 12.2%

テクノロジーによる

既存産業の仕組み革新
顧客価値追求による顧客の企業価値向上

サプライヤーとのサプライチェーンの共創

顧客工数削減時間 平均49.0時間/件

45.0％顧客コスト削減率

TVCM効果可視化による広告効率向上

サプライヤー生産性改善率 14.9％

Human Capital（人的資本）

メンバーが成長、活躍し続ける環境づくり

労働市場における競争力のある報酬の実現

従業員数 526人

行動規範 RAKSUL Style
多様な働き方

P36
P39

Quality Growth Stock Option 2022 P31

Capital（財務資本）

強い財務規律
総資産
現預金
純資産

286.3億円

136.8億円

93.1億円

Business（社会関係資本）

サプライヤーエンゲージメント
ラクスル サプライヤー数
ダンボールワン サプライヤー数

約130社
約130社

顧客基盤の安定・拡張性
 ラクスル 登録ユーザー数 208万人
 ノバセル 累計顧客数 491社

グローバルなプラットフォーム開発力
テック人員数 139名

Output / OutcomeInput Business model

価値創造プロセス
Part 1

Introduction

12

・2022年7月31日時点の情報をもとに作成。ただし「ラクスル登録ユーザー数」は、2023年1月31日時点のもの

・顧客工数削減時間：一注文あたりの発注から納品までの平均工数時間を試算し、ラクスル導入前後で比較したもの

・顧客コスト削減率：一顧客あたりの平均コスト削減金額を試算し、ラクスル導入前後で比較したもの

・サプライヤー生産性改善率：生産性指標（上位サプライヤーにおけるラクスル発注額をラクスル業務従事人数で除した数値）を前年度と比較したもの

・売上総利益CAGR：2018年7月期から2022年7月期の売上総利益の年平均成長率

・全社EBITDA：営業利益+のれん償却額+減価償却費+株式報酬費用

価値創造を支える基盤
環境への取り組み コーポレートガバナンス

経済価値

の拡大

社会価値

の創出

当社は、社会課題と向き合いながら、経営資源の投入とユニークなビジネスモデルの創造を通じ、

ステークホルダーに多様な価値を提供し、社会価値と経済価値の一体的な創出により、

ビジョンを実現していきます。

Portfolio Management

Integrated Vertical Platform




02
Our Impact



テクノロジーによる

既存産業の仕組み革新

Business
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新規事業/

大規模投資先

サービス​
決済、BPO等​

トランザクション
EC/シェアリングプラットフォーム

ソフトウェア​
Saas

データ・トランザクションに基づいた​付加価値の提供​

 需要・供給それぞれのペインの解消​

需要・供給の両側に深く入り込んだ​2sideプラットフォーム​

取引コストの最小化

顧客内情報のデータ化と​トランザクションの蓄積の源​

業務コストの最小化​

Part 2
Our Im

pact/Business
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統
合
バ
ー
テ
ィ
カ
ル
プ
ラ
ッ
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ム

ビジネスモデル
当社はトランザクションによる取引の効率化、ソフトウェア（SaaS）による業務の効率化、それらに基づく

付加価値サービスの３つを併せ持つ統合バーティカルプラットフォームを運営しています。

需要と供給の両サイドに深く入り込み、それぞれの課題を解決することにより、産業そのものの在り方を変え、

生産性・収益性の高い業界への変革を目指し、事業を展開しています。



周辺領域への拡大

顧
客
企
業
規
模
の
拡
大 ノバセルの提供する顧客価値​

Topic5

M&Aシナジーを通した

顧客価値拡大

Topic4

顧客の声を価値に

つなげるコンサルテーション型

カスタマーサポート

Topic3

顧客課題から

生み出されるサービス​

Topic2

テクノロジーによる

課題解決

Topic1
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これまでの印刷やテレビCMは、情報の非対称性が高いためオペレーションが複雑で、アナログによる非効率な管理やコミュニケーション慣習

が依然として残り、利用者にとってはコストと時間がかかる業務となっていました。当社はこういった業界にテクノロジーを持ち込むことで、 

誰でも簡単に、高品質なサービスをインターネット上で安価に提供する仕組みを創り出しました。

業界への高い理解をもとに、刻 と々変化する顧客の課題に向き合うテクノロジー・ビジネス・オペレーションの強みを活かして、顧客の企業価値向上

に向けた取り組みを日々続けています。

今後は既存のサービスをより発展させるとともに、周辺業界の仕組みも変え、より多くのお客様へ価値を提供していくことを目指します。

顧客価値追求による顧客の企業価値向上​



EC＋マッチングプラットフォーム開発

インターネット上で価格と納期がその場でわかり、取引が完結
マーケットプレイス

どの注文をどのサプライヤーにどれだけ発注するか、

最適な組み合わせを自動で算出、発注

最適発注アルゴリズム

ツール / 業務ソフトウェア開発

ポスティングエリア指定
チラシを配布したいエリアをWeb上の地図から選択するだけで
指定が完了

入稿データのチェック自動化
待ち時間が半日～1日程度から数分～10分程度に短縮

オンラインデザイン
デザイナーを通さずに顧客が自身でデザイン可能

テクノロジーによる

課題解決

Part 2
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既存の印刷産業

ラクスルのプラットフォームでは、インターネットでの注文や販売にとどまらず、注文から納品までのプロセスにおける非効率
なヒューマンオペレーションまで自動化しました。これにより、専門知識や技術を持たなくても、誰でも印刷物をインターネット
で簡単に注文することができるようになり、また安定した品質で安く迅速に受け取ることができるようになりました。

取引効率の改善

コスト削減

購買・手配負荷

の低減

Topic1

属人的で多くの人が介在する複雑なプロセス インターネット上で完結
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現場観察/ユーザー調査
サプライヤーや顧客の現場に赴き、一次情
報を拾いにいくことで、何が課題なのか・何
が起こっているのかという課題の解像度を
上げる

プロダクトビジョンの設定
現場から得た課題感をもとに、「誰の何を
どのように解決するのか」というプロダクト
ビジョンをテックサイド/ビジネスサイドで力
を合わせて創り上げる

アジャイル開発​
プランニングと振り返り、調整を繰り返しな
がら、1-2週間単位で開発スプリントを回し
ていく

開発フロー

技術スタック​
特定の技術領域にフォーカスするのではなく
プロダクトとして長期的にバリューを発揮し続
けるための技術選定・設計​

Ruby

rails

TS

VueJS

RSpec

Rust

JEST

GO PHP

テクノロジーによる

課題解決

これまで属人的に行われていたプロセスをソフトウェア化することは決して単純なことではありません。顧客と業界への理解
を深め、解決すべき課題を見出し、日々進化するテクノロジーを武器にそれを実現するエンジニア組織は当社の企業価値の
源泉です。

Topic1

開発拠点​
69%が日本、31%がベトナムとインド拠点の
外国籍メンバー。プロダクトチームも同様の多
国籍構成で開発に従事​

開発チーム​
CS、DTP、ビジネスサイド等、職種を横断して
密に顧客課題を共有。開発エンジニアも徹底
的に現場解像度を上げて、チーム全員でプロ
ダクトビジョンを描く​
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コスト削減
社内の複数アカウント管理と請求書払いが可能に
なったことで、小ロット・短納期・低価格というラ
クスルのメリットを大企業でも享受可能に

購買・手配負荷の低減
制作会社/印刷会社・各拠点・本部の煩雑なやり取
りを、承認ワークフローにより、ECサイト上ですべて
完結

ブランド品質の維持
各店舗・拠点でバラバラに印刷物が制作・発注され
ることによる品質課題を、テンプレートを使ったデ
ザイン管理機能により解決。品質は維持しながら各
拠点で特徴に合ったデザインが可能に

印刷物の廃棄量削減
見込み数で全拠点分を一括で印刷発注、在庫してい
た方法から、各拠点で個別最適化された量を発注す
ることで、在庫の廃棄量を削減

積み上げてきた

「小ロット・短納期・低価格」


のビジネスモデル​

業務管理ソフトウェアの

設計・開発力

顧客課題から

生み出されるサービス​

ラクスルエンタープライズは、コスト削減や業務効率化のためにネット印刷を活用したいという大企業の要望から生
まれたサービスです。これまで培ってきた “小ロット・短納期・低価格” の価値を活かしながら、大企業特有の導入
障壁を取り払い、課題を解決する機能を付加したサービスの提供を始めました。これにより、利用企業のコスト削
減、購買・手配負荷の低減、ブランド品質の維持、印刷物の廃棄量削減に繋がっています。

ビジネスモデル：印刷物の購買を集約管理

アカウント管理
担当者ごとの利用


１箇所にまとめて登録状況を把握

注文管理
社内の注文内容を一元管理


ナレッジ共有や進捗把握をラクに

請求書払い
締日や支払日は柔軟に対応


社内処理が圧倒的に効率化される

承認ワークフロー
各店舗・拠点の印刷注文をチェック


業務負荷の軽減と統制を実現

デザイン・素材管理
社内利用のデザイン・素材を集約


制作をラクにしつつ統制を図る

貴社専用注文サイト
販促ツール・資材を集約管理

最短10秒注文で現場もラクに

Topic2



コスト削減/印刷物の廃棄物削減/購買・手配負荷の低減 ブランド品質の維持/購買・手配負荷の低減
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顧客事例　株式会社河合楽器製作所顧客事例　日置電機株式会社​

廃棄コスト0

　電気計測器の開発、生産、販売・サービスを手がける日置電機社では、150種類以上あ
るカタログ管理に係わる業務に大きな負担を感じていました。管理を担当するプロモー
ションデザイン課では、社内システムで営業部員が登録した必要部数を確認し、週２回の
梱包・出荷を担当。在庫に不足があれば印刷会社に発注して倉庫に納入するという一連の
業務はそれぞれ別の担当者が担っており、体制も複雑化していました。営業部員に必要な
カタログが届くまでに一週間以上の時間がかかっていることや、改訂の度に廃棄される大
量のカタログも大きな課題でした。

　そこで「専用注文サイト機能」を導入し、同課を介さず営業部員が必要な時に必要な数
だけ発注できるようフローを変更。営業部員はあらかじめ登録された最新カタログデータ
のサムネイルをサイト上で確認しながら、必要部数と納期を入力するだけなので、専門知
識がなくても直感的に利用でき、システム操作につまずくこともありません。

　これにより、同課が年間約300時間かけていた従来の業務工数は、カタログ更新作業の
みとなったことで10分の1に短縮。都度発注により在庫を持つ必要がなくなったことで年
間100万円かかっていた廃棄コストもゼロになり、CO2排出量も減らせるというメリット
も生まれました。浮いた時間で同課では本来の海外プロモーションに専念できるようにな
りました。一方、カタログ発注をする営業部員も、カタログが必要になった時から手元に
届くまでの時間が短縮された上、販売代理店に直接送付できるようになったことが業務負
荷軽減に繋がり、各部署から喜びの声が上がっています。

　ピアノの製造・販売や音楽教室を運営する河合楽器製作所では、全国約70箇所に支店・
販売店を展開していますが、それぞれの拠点で独自に販促物を制作しており、デザインの
クオリティ担保と制作コストの不透明さについて課題を抱えていました。

　そこで「デザイン管理機能」を同社のニーズに合わせてカスタマイズすることを提案。
「オンラインデザイン」で本社が作成したデザインテンプレートをもとに各店舗が自由に
販促物を制作し、そのデータを本部で最終校正するという「承認ワークフロー」を構築す
ることで、コストを可視化し、デザインクオリティの底上げに成功。統一フォーマットに
よるブランディングと、販促物に求められる地域性の両立が実現できたことが同社にとっ
て大きなメリットでした。また、導入にあたっては、初期費用がかからずローカライズの
相談が可能な点や、高度なデザインスキルが不要で各店舗のPC環境などにも依存しない点
も大きく評価されました。

　現場からも「チラシ作成から印刷までの手順が分かりやすい」「テンプレートがあるの
で編集をあまりせずにチラシが完成した」「必要なときにすぐ注文できるのが便利」と
いった声が寄せられており、特に利便性が支持されています。更に、費用請求は各店舗を
束ねる支店宛に設定したことで、請求処理を担当する支店からは「費用処理が楽になっ
た」「管理しやすくなった」という声も届いています。

業務工数 101

Topic2



「印刷」という、専門性が必要で千差万別の 
目的があるプロセスを、インターネット上で 
スムーズな顧客体験に繋げる研修制度
日々進化するサービスに対応するために頻度高く更新されるマ
ニュアルと、それを組織内へ浸透させる仕組みづくり

印刷業界の未経験者でも早く知識を身につけることができるカ
リキュラムと、On-JT/Off-JTの研修

顧客の真のビジネス目的に向き合い、成功に貢献するための
意識付け

Part 2
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顧客の声を拾い上げ、価値に向き合うカスタマーサポート

テックサイド
ビジネスサイドと連携​

例：プラスチックカード、透明シール
仕様追加、背割れ防止加工、そっく
り封筒作成サービス…他

商品改善​

機能改善​
例：お届け先選択画面の改善、チラ
シ/冊子のTOPの料金表、年賀状の
注文プロセス、オンラインデザインの
新機能…他

顧客の声を価値につなげる

コンサルテーション型

カスタマーサポート

仕組みは一度作り上げて終わりではありません。日々顧客の声に耳を傾け、プラットフォームを改善・更新していくこ
とで本当に価値のある顧客体験を提供できると考えています。顧客が抱える質問、要望や意見を精査し、各部署と
連携することで、ECやソフトウェアの改善につなげることは当社のカスタマーサポートの重要な役割だと位置づけて
います。それだけではなく、顧客の目的にあった商品や使い方を適切に案内することで常に＋αの価値を提供するこ
とを心がけている当社のカスタマーサポートは、プラットフォームに唯一無二の付加価値を生み出しています。

　ラクスルで発生するクレームの多くは、期待値とのギャップによるもので
す。ネット印刷という誰でも気軽に注文できるシステムだからこそ、お客様が
インターネットの画面上で確認した商品と、実際の商品への期待値にギャッ
プが発生してしまうことがあります。ご意見や問い合わせをくださったお客
様に対して「何を知りたいのか」「何をすることが最善なのか」と、思考を巡
らせることで問題の本質を掴むことを大切にしています。

　過去にとあるお客様からポスターの注文相談の電話をいただきました。
話を伺っていると、真の目的は「カフェの宣伝」であり、必ずしもポスターで
なくてもいいと考えていらっしゃるようだったため、

発泡スチロールに印刷するパネルをおすすめしてみました。その結果、「こ
れまでパネルやタペストーリーといったものは、気軽に手が出せないイメー
ジだったが、こんなに簡単に注文ができるんだね。今度もいろいろとラクス
ルで頼みます」と言っていただけたことが、とても嬉しかったです。

　今後はカスタマーサポートという枠を超えて、CS部をお客様の相談室の
ようにしていきたいと思っています。お客様と一緒に悩んで、お客様が本質
的に求めるラクスルの商品や注文方法を提案できるオペレーターが揃って
いる、そんなカスタマーサポートを目指したいです。

Topic3

メンバーの声

ラクスル事業本部

Operation and HR 

CS Planning & Printing CS  チームリーダー 

伊勢 紗幸
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認知度、信頼性 ノウハウ

使いやすいウェブサイト

短納期・低価格・高品質

B2Bプラットフォーム事業拡大の経験

顧客の課題に向き合う技術力


コンサルテーション型カスタマーサポート

梱包材全般の多岐にわたる製品群

短納期・低価格・高品質

梱包材業界に精通した

プロフェッショナルチーム

ラクスルのノウハウとブランドをダンボールワンに提供 取引効率の改善/ 購買・手配負荷の低減

顧客事例
株式会社tila.dolce

ダンボールワンの名前を知らなくても、高品質で低価
格なラクスルブランドに信頼を寄せて注文ができ、

手配先を探す手間を削減

顧客for

M&Aシナジーを通した

顧客価値拡大

ダンボール・梱包材ECプラットフォームのダンボールワン社のM＆Aは、ラクスル／ダンボールワン双方の顧客に 
更なる価値を提供することを目的としています。ラクスルブランドが有する高い認知度と信頼性により「ダンボール
ワン」というサービスの知名度と信頼性が向上し、ラクスルの顧客に対しては手配工数の削減につながりました。ま
た、ラクスルで培われたノウハウを提供することによりダンボールワンの顧客の利便性も向上し、より満足度の高い
サービスが提供されることになりました。今後も引き続きシナジーを生み出し、顧客価値を拡大させることに注力し
ていきます。

顧客for

ウェブサイトのトップページやデザインプレビューなど
の機能改善/追加、またカスタマーサポートのノウハウ
共有により、顧客の利便性向上を実現

テクノロジー

Data Strategy マネージャー
磯 智大

　tila.dolce社では、お弁当の配送に際し、梱包材なしで詰めて届けるこ
とができるダンボールが必要でした。これまでは業者を訪問して品物を確
認し、FAX注文する必要があったため、手続き上の手間がかかっていまし
た。そんな時にラクスルがダンボールも取り扱っていることを知り、過去に
テイクアウトメニュー、チラシ、名刺、ポスター等でラクスルを利用した経験
からの安心感もあり、すぐに購入を決断いただけました。

　結果としてEC上で簡単に注文ができ、価格も安く、サイズ調整もできる
こと、また、ラクスルとのアカウント連携により、登録や決済にかかる手続き
上の手間も省けたため、取引効率の改善に繋がりました。

　事業成長をデータによってレバレッジさせることやデータそのものが
顧客価値につながるような仕組みづくりを主な業務としています。

　現在は、お客様のビジネスに必要なものが簡単に見つかる仕組
みを作るべく、データサイエンスや機械学習の手法を応用した顧客
分析やレコメンドの仕組みに注力しています。

　「ダンボールワン」との連携ではお互いが持つ顧客基盤を最大
限に生かしつつ、個々のお客様に対して適切なサービスを提供して
いくため、データを活用して顧客理解を日々深めています。

Topic4

メンバーの声



Part 2
Our Im

pact/Business

23

ラクスルを成長させた

マーケティングノウハウ​

効果測定を可能にする

データ分析技術

WEBマーケティング同様に運用できる

「運用型テレビCM」

ノバセルの提供する 
顧客価値​

ノバセルは、ラクスルを成長させたテレビCMマーケティングのノウハウを詰め込んだ「マーケティングを民主化する」サービ
スです。これまでテレビCMは、圧倒的なリーチ数やブランドイメージ向上といったメリットがありましたが、反響をリアルタイ
ムで把握できず企業のマーケティング手段として効果的に活用できないことが課題でした。そこで当社は、テレビCMの効
果を可視化できるソフトウェアを開発し、WEBマーケティング同様に運用可能な「運用型テレビCM」のノバセルをリリース
しました。これにより、利用企業の広告費用対効果の改善と社内コミュニケーションの負荷低減を実現しました。

広告費用対効果の改善
テレビCMの効果をリアルタイムに可視化でき
ることで、最適な放送時間帯や放送局の選
定、効果的な映像制作を実現し、広告費用対
効果が向上クリエイティブ素材の最適化

素材を複数制作し、その効果を可視
化。高速で放映比率をコントールしな
がら効果・効率を向上

制作

テレビCMの企画
定量・定性調査や、WEB広告効果検
証をもとに、ターゲット（WHO）・コンセ
プト（WHAT）を策定

企画

セッション・CV等のあらゆる指標でテ
レビCMの費用対効果を可視化

テレビCM効果の可視化

分析

枠ごと（局/曜日時間/番組）の費用対
効果を可視化し、勝ち筋を見出して改
善アクションを明確化

放映枠の最適化

放映

分析・社内報告レポート

の負荷低減

誰でも数値で効果が見れる状態になること
で、関係者間でのコミュニケーションが効率化

Topic5
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指名検索数*1

倍＋約2

求職者会員数*3

倍約2

認知率*2

pt

増加

平
均20

*1 DSインサイト

*2 株式会社 クロス・マーケティング調べ

*3 エン・ジャパン株式会社「2023年3月期 第2四半期 決算説明資料」

　エン・ジャパン社にはHRTechの新事業「エンゲー
ジ」のテレビCMマーケティングでノバセルを採用いた
だきました。



　「エンゲージ」は、同社の今後を担う事業として設定
目標が高く、マーケティングでも確実な成果を求めら
れていたため、デジタル広告だけではなく、認知獲得
に優れたテレビCMでの土台作りがビジネス戦略上不
可欠でした。しかし、テレビCMはコストが非常に高く、
不確定要素も多いです。費用対効果について関係者
に説明がしづらく、また、結果に対する明確な理由が
特定できないために次の制作へ活かしきれないことを
課題に感じていた同社は、テレビCMの中でも、クリエ
イティブに対してPDCAを回しながら着実に改善でき
る“運用型テレビCM＝ノバセル”を選択しました。



　最初に取り組んだのは訴求軸作成です。サービス
のターゲット・目的に沿って、ノバセルが顧客インタ
ビューや事前リサーチを行い、同社が持つ求職者の動
向データを加味した仮説を立案しました。コンセプト調
査を経て訴求軸を作成し、更に調査を重ねてからCM
の制作・放映に入りました。放映後はノバセルアナリ
ティクスでリアルタイムの反応を確認。その結果をもと
に毎週の定例会議で改善策を検討し、

検証することを繰り返しました。疑問は定例会議だけ
でなく、チャットツールでクリティブメンバーと直接やり
とりしてすぐに解決できるので、PDCAのスピードも格
段に上がり、制作するごとにクリエイティブの知見が
積み重なっていく実感を持てたとの評価もいただきま
した。



　着実にPDCAを回しながら半年間で50本のCMを
制作した結果、認知率・指名検索・会員数のいずれも
明確な上昇が見られただけでなく、勘やフィーリング
ではなくデータを見ながらの議論ができるようになっ
たことで同社の意思決定に対する不安の軽減にも貢
献できました。認知獲得に優れたテレビCMを、ノバセ
ルのテクノロジーとサービスで透明性高く有効活用い
ただくことができた事例の一つです。

Topic5



稼働率の向上を通じた売上向上 業務効率・生産性の向上 従業員の意識向上

サプライヤーとのサプライチェーンの共創​
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当社のシェアリングプラットフォームでは、サプライヤーとなる印刷会社が生産に特化、当社がファブレスにより素早く事業を拡張し販売に特化する

「製販分離」を行い、双方が強みを伸ばすことでそのシナジーを最大化しています。

その仕組みを可能にしているのは、「現地・現物・現実」の三現主義の徹底です。当社では資材・生産・物流領域の現場にも深く入り込み、

サプライヤー企業と共に変革することを大切しています。この活動が結果として顧客が求める価格・サービス・体験につながり、事業の成長（＝受注量の増加）
につながり、サプライヤーの利益と更なる拡大につながる、という好循環を生み、印刷業界をアップデートし続けることにつながっていくと考えています。

様々な業界でサプライチェーン

を経験してきた人材

10年間、サプライヤー企業と

業務改善を積み重ねてきたノウハウ

顧客体験向上
サプライヤーへの価値

サプライヤーとの取り組み

用紙の一括購入や運送費の一括交渉によるスケールメ
リットを活用することで、小ロットでも大規模注文と同等
の原材料費を実現

資材、運送費の一括交渉
サプライヤーへ定期訪問し、各社の特徴にあった個別の
生産効率改善方法を検討、提案。ビデオカメラを持参し、
週単位のサイクルで提案を重ねながら改善をしていく

定期訪問と生産性改善の提案全体の意識統一
市況、当社業績、品質向上、セキュリティインシデント対
策等、意識向上のためのインプット。サプライヤー全体で
の意識向上を目指す



サプライヤー対談

仕組みを変えることで社員も変わった

ネットスクウェア社との挑戦
——  採用も業務改善もKPIを立ててPDCAを回すことで前進  ——
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キンコーズ・ジャパン株式会社の創業メンバーのひとりである浦上義久氏（現・ネット
スクウェア株式会社代表取締役社長）が2000年に立ち上げた法人向けオンデマン
ド印刷事業及び年賀状を中心とした個人向け印刷通販事業事業会社。2016年にラ
クスルと業務提携し売上を4倍にまで伸ばす。オンデマンド印刷領域の事業強化に
向けて、2021年より資本提携を結び、2023年8月には同社から当社向けオンデマ
ンド印刷事業を譲り受ける予定。

ネットスクウェア株式会社

チャネル本部副本部長 金榮 津奈岐 ラクスル事業本部


SCM ディレクター 須藤 直樹

2016年から業務提携を開始し、以降、共に成長を続けてきたサプライヤーが、ネット
スクウェア株式会社です。共に歩んできたこれまでを振り返りながら、業界全体の改善
に向けて両社が進むべき未来について、ネットスクウェア株式会社チャネル本部副本
部長 金榮津奈岐さんとラクスル事業本部 SCM ディレクター 須藤直樹が語り合いま
した。



——その後、2020年にはシール印刷という新しい商材の導入に共にチャレンジして
いただきました。ラクスルのために未知の商材を導入するという決断は、大きなもの
だったと想像します。当時を振り返ると、社内はどのような様子でしたか。

 ——対してラクスルとしては、サプライヤーと協業して新たな商材の導入をしていく
際、どのような覚悟をもって進めているのでしょうか。

金榮：まったく未知の商材でしたので、ほかの取引先の方 に々もお知恵をお借りしな
がら、シールが商売になるのか、我々のリソースで本当に回していけるのか、代表の
浦上義久自ら調査を重ねて検討しました。「これならいけるだろう」という算段がつい
てからはとにかくやるぞ、という雰囲気でしたね。

その後小規模な取引をさせていただきながら調整していって、2020年1月にはシー
ル印刷専用拠点も開設しました。

須藤直樹（以下、須藤）：私たちはQCD、つまり高い品質を担保してくれるか、低価
格で提供いただく努力をしてくださるか、納期通り遅れずに納品してくださるかどう
かを見てサプライヤー様との協業を行なっています。QCDの観点から言えば、NS
さんには大きな信頼を寄せていましたが、一方で新しい商材を扱うとなると当然不
安はありました。ただ、それもコスト面についてはプリンター保有台数No.1によるカ
ウンターチャージのメリットと、どこよりも安く設備導入を実現させてしまう浦上社長
の手腕があれば問題がないだろうと確信していました。となればあとは品質と納期
の問題ですが、NSさんとは新しいオンデマンドの未来をつくっていこうというビジョ
ンを共有できていましたので、とにかく磨き込むだけだと、共に走り切る思いで臨ん
でいました。
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共に走るパートナーとしてとことん解像度を上げていく
—— 共創に向けての強い覚悟は、具体的にどういった部分で発揮されてきたので
しょうか。

金榮：シール印刷事業についていえば、ラクスルさんのサポートによって、生産体制
を大きく見直すことができました。新規事業に対するワクワク感は大きかったものの、
開始して2カ月目くらいで「今の設備では追いつかなくなってしまう」という壁にぶつ
かりました。というのも、我々が1年で想定していた受注量を半年で超えてしまうほ
ど、予想外の注文があったのです。その際、追加の設備投資の必要があったことはも
ちろんですが、そもそもほかに問題点はないのか、一緒に改善策の検討を行なって
いただきました。当時は須藤さんにも毎週のように足を運んでもらい、何を基準にど
の工程を見直せばよいのか、現状の見える化に取り組んだのです。すると、印刷の工
程には大きな問題はなく、シール印刷特有のカットの工程に問題があることがわか
りました。これまでは刷れば終わっていた作業に1つ別の工程が入ってくることで、ス
ピードが一気に落ちてしまっていたのです。

須藤：オーダー通りに、仕様を間違えずに印刷できるよう、バーコードなどでオー
ダー内容と用紙のマッチングを行うシステムも導入しましたね。

——まずはネットスクウェア（以下、NS）様とラクスルのパートナーシップについて、

これまでどのような歩みがあったのか教えてください。

金榮津奈岐さん（以下、金榮）：私たちはもともと作業場を併設した店舗と、大量生
産可能な工場とでサービスを提供していましたが、2012年に店舗をすべて閉鎖
し、工場メインで運営をしていこうと方針転換をしました。その前後で始めたネット年
賀状のサービスが成功し、ネット通販事業に本格的に舵を切ったタイミングでラク
スルさんからお声がけいただき、協業することが決まりました。それが、2016年のこ
とです。



金榮：サプライヤーごとの改善策を検討いただいているという点でいうと、検品・梱
包作業の効率アップにもアドバイスを頂戴しました。これまで、検品・梱包の作業
は、人によって作業の仕方、クオリティがバラバラだったんです。そこで、作業場に
カメラを置いて、どの工程を削れば作業時間の短縮になるかを検証してくださっ
た。おかげで現在は1日の検品数についても目標値を置いて、それを大きくクリア
できるようにまでなりました。

須藤：それは嬉しい影響ですね。ラクスル事業部には、印刷業界出身者だけでな
く、大手食品メーカーの海外工場で工場長をしていた人間をはじめ、私のように全
く別のモノを生産する企業の出身者も少なくありません。様々な業界におけるサプ
ライチェーンの知見を持ち寄って、いろんな角度から検証していくことで業界の既
成概念にとらわれない解を探っていく。それが、プラットフォーマーとして業界に革
命を起こそうとしている我々の使命であると考えています。その大前提として、サプ
ライヤーと一緒に走っていくということをとても大切にしています。ただ安いところに
仕事を機械的に流していって売上を上げるだけではダメなんです。私たちは現地・
現物・現実という「三現主義」を貫きながら、そのサプライヤーの業務に対する解像
度を上げたうえで、それぞれにあった改善策を提案できるように努めています。
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KPIを立てたことで採用にも成功

PDCAを回せる体質への変化
——シール印刷を導入し、人手が足りなくなった際には、運用面だけでなく、人事面
についても共に改善策を検討したとうかがいました。

金榮：はい。生産性向上に向けての会話している際に、機械を何台増やすとなれば、
何人人員が必要になる、それによって1日の生産量はこれくらいにまで増やせるはず
だと、具体的な数字を出しながら対策を検討しました。結果、その目標数をクリアす
ることを最優先事項と捉えて動いていったことで、当初は無理ではないかと思ってい
た採用も４カ月かけてほぼ達成することができたんです。私たちはそもそも、KPIを立
ててPDCAを回していくということに慣れていませんでした。ラクスルさんと協業する
ようになって、それが徹底されたことがとても大きかった。採用においてもKPIを立て
て、毎週打ち合わせをして、採用候補者の状況を追いかけました。

須藤：NSさんは、PDCAをしっかり回せる体質に変わりましたよね。ラクスルはアイデ
アを出すけど、実行・運用するのはやはり現場の皆さんなんです。失敗した時にどう
改善していくのか。積極的に挑戦されるようになりましたよね。

金榮：数字で目標を立ててPDCAを回していくようになって、成功体験を得られるよう
になったんです。それが積み重なっていくことで自信も生まれ、KPIを達成すると、「次
は何をしましょう」と現場からも声が上がるようになりました。中には、作業時間が以
前と比べて半日も削減できるようになった部署もあり、余裕の生まれた時間で新た
なイノベーションを起こそうと、現場のメンバーもやる気になっています。

金榮：実は、この用紙のマッチングを印刷工程で行うようになったことで、検品の際
に、用紙を分別しなくて済むようになったんです。検品工程が軽減されたことで、生
産性がものすごく向上しました。クオリティを追求した結果、用紙も人的コストも減ら
すことができた、大きな改善でした。このシステムは、今新たにチャレンジしている封
筒印刷の工程にも応用しています。
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須藤：「顧客価値」という言葉がNSさんから出てきて大
変嬉しいです。少し前まではどうやって生産性を高める
かという会話をしていたのに、今では我々のお客様を見
てくださっている。共創を重ねてきた中で同じ方向を向
いて、どう価値をつくっていくかを一緒に考えてくださっ
ていることがとてもありがたいですね。実は地政学リス
クの高まりに伴う原材料の高騰を受けて、私たちも値
上げを覚悟していました。ところがNSさんは、仕組みを
どんどん変えて印刷数を増やし、全体数を底上げするこ
とで価格を上げない努力をしてくださっている。

その気持ちに応えられるよう、我 も々よりよい仕組みを提
案していけるように努力し続けたいと思っています。ラク
スルの登録ユーザー数は、現在200万人以上です。社会
の公器のひとつとして、サービスが成り立ち始めていると
感じます。供給が止まってしまっては、打撃を受けるお客
様がいらっしゃるのです。だからこそ、サービスの持続・向
上は必須だと考えています。しかしながら、無理な労働や
好ましくない行動をとるようなことはなく、持続可能な事
業成長をしていきたい。環境への配慮に関する取り組み
も一緒に行いながら、共に成長していきたいですね。

——業務改善が進んだことで、新たな取り組みに挑

戦できる時間が生まれたんですね。今、次なる挑戦とし

てはどんなことを考えていらっしゃいますか。

金榮：既存のサービス以外の、新規で取り組んでいる
商材をもっともっと伸ばしていきたいと考えています。
その中で、今後は顧客の価値をどう高めていくかとい
うのが、今の私たちの課題です。



持続的成長と利益の還元

Capital

P
a

rt 2
O

u
r Im

p
a

ct/C
a

p
ita

l

30



中期財務ポリシー
当社は、2021年から2025年にかけて、顧客とサプライヤーへの付加価値の総和である売上総利益を年平均30％で成長させ、2025年には
175億円から200億円まで拡大することを目指しています。 

現在までこの目標を達成するために着実に進捗しており、2022年6月にはQuality Growth、利益を拡大しながらの成長を財務ポリシーに掲
げ、EBITDAとROE/ROICの中長期目標を設定しました。

また、業績連動ストックオプションの行使条件もEBITDAに設定することで、これらの目標を達成するための責任と動機付けを強化しています。

（Quality Growth Stock Option 2022）

引き続き役職員が一体となり、当社の企業価値向上に向けて売上総利益成長と利益拡大に取り組んでいきます。

Part 2
Our Im

pact/Capital

31

売上総利益 中期目標（億円）

16.4

48.6

118 - 122

175 - 200

26.9

70.9

38.5

98.0

FY2017 FY2020 FY2023FY2018 FY2021 FY2024FY2019 FY2022 FY2025
(見込) (見込) (見込)

16.3
EBITDA 27.0 - 29.5

EBITDA

2021-2025年7月期
CAGR目標30%

売
上
総
利
益
成
長

売上総利益とEBTIDAの連関イメージ（億円）

売上総利益

EBITDA

150
30-40

200
50-60

300
75-100

ROE/ROIC
中長期目標

20%以上

利
益
拡
大
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CFO Message

　2022年7月期は売上高が前年同期比+33.1%、売上総利益で同+38.3%、
EBITDAが16.3億円と、全ての財務項目で2022年6月10日開示の業績予想を 
超過し、またROEは12%と堅調に着地しました。

ステークホルダーと共に変化を乗り越え、

企業価値向上を実現する

中期財務目標達成に向けた

Quality Growthの継続

　2023年7月期業績予想は売上高が前年同期比+14.8%〜+16.5%、売上総利
益が同+20.4%〜24.4%、EBITDAは+65.2%〜+80.5%の成長を見込んでおりま
す。（ハコベル非連結化の影響を除くと売上高が前年同期比+28.6%〜+30.6%、
売上総利益が同+26.4%〜+30.7%）

中期財務目標である2025年7月期の売上総利益175〜200億円の達成に向け
て、財務ポリシーである利益拡大とキャッシュフロー創出を伴ったQuality Growthを
継続しています。



　人材が一つの投資項目であることは前述の通りですが、組織拡大にあたっては、
一人あたりの売上総利益を指標とし、生産性を維持しながら推進しています。当社
にとって、最大のアセットは既存の従業員であり、能力やモチベーションを向上させ
るために競争力のある報酬スキームや育成投資に注力することで、さらなる成長促
進を見込んでいます。

　また、従業員の多様性を重視し、属性や特性だけでなく、異なる考え方や価値観
等をもチームの活性化につなげられるような組織の構築を目指しています。報酬や
制度だけでなく、このような組織文化の醸成により、イノベーションの創出と生産性
の改善に励みます。
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生産性の高い組織

役職員一人あたりの売上総利益
(百万円)

FY2017FY2016FY2015FY2014 FY2020FY2018 FY2021FY2019 FY2022

18.2

13.2

10.6

6.6

17.4
18.2

21.3

16.8

22.9

　当社は、これまで売上総利益の最大化を目指し、再投資を継続することで、業界内
での認知度と顧客価値を拡大してきました。その結果、コアのラクスル事業では登録
ユーザー数で国内ネット印刷No.1*にまで成長し、利益を出しながらも安定した成長
が可能なフェーズに移行しています。このような状況のもと、資本効率を意識しながら
持続的な成長を目指す経営が可能になり、EBITDAのレンジを設定し、ROE/ROICの
目標を10%から20%に引き上げました。



　今後は、Quality Growthの実現によって、会計上の利益とともにキャッシュフロー
が拡大していくことが期待されます。蓄積したキャッシュについて、既存の内製事業に
おいてはエンジニア人材獲得を中心としたサービス開発、新規領域でのマーケティン
グやセールス人材の登用を中心に投資をしていくことで成長を続けていく考えです。

　また内製事業への投資に加えて、出資・M&Aを通じて周辺領域への拡大を目指し
ます。2022年2月に完全子会社化したダンボールワン社を例に挙げると、ラクスルで
の新たなプロダクトラインナップの拡充や、ダンボールワンのサービス品質や認知度
の向上等、事業の拡大に繋がりました。また、2023年8月に完了予定のネットスク
ウェア社の事業譲り受けにおいては、お客様にとって品質・価格・納期の面での価値
向上が期待されます。2022年7月末時点で、当社のBSにおいては、ダンボールワン
社とペライチ社ののれんが47億円程度ありますが、純資産に占める割合は概ね
50％程度です。今後も既存事業とのシナジーにより顧客価値を高める機会を積極的
に模索する一方、同割合の上限を7割程度を目安として慎重にBSマネジメントを行い
ながら出資・M&Aを通じた領域拡大を進めます。



　当社はこれまで、事業の進化に合わせて柔軟な財務戦略を展開し、堅固な財務基
盤を築き上げてきたと考えています。今後も資本効率を意識ながら、戦略的な投資に
より成長と利益拡大を目指していきます。

戦略的な投資による

成長と利益拡大の実現

*東京商工リサーチ調べ（ 2022 年 12 月時点 主要ネット印刷サービスにおいて）



ESGの取り組み ステークホルダーの皆さまと

企業価値を高めていく
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　当社のビジョン「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」は、それに基づく事業活
動そのものが持続可能な社会に貢献するものと考えており、ESGの取り組みも引き続
き重視しています。

　2022年10月にはMSCIのESG格付けがBBBからAに格上げされ、特にガバナンス
の項目において、高い評価をいただきました。また、ESGの取り組みに優れた日本企業
によって構成される投資指標「FTSE Blossom Japan Sector Relative Index」に選定
されました。取り組みの成果として外部機関からこのような評価を頂けることは大変あ
りがたく、今後も向き合っていきたいと思っています。また、いわゆるTCFDが提言する
情報開示のフレームワークに基づいたシナリオ分析も開示しています。

　当社は投資家の皆さまを、ステークホルダーであり、一緒に企業価値を高めていく
「パートナー」と考えています。この考え方のもと大事にしている事が3点あります。

　まずは「対等であること」です。お互いがしっかりフラットに考えを言い合える関係
を大切にしています。日々の対話で頂いた示唆をマネジメントで共有し、思考を重ね
た結果、現在までの経営があると考えております。

　次に「信頼関係」です。長期の信頼関係構築のため、コミットしたことをちゃんとや
りきること、変化に合わせて良いことも悪いことも、また何らかのコーポレートアクショ
ンがある場合にはその背景も含めて透明性高く開示することを日々心がけています。

　最後は「株を買っていただく」という視点です。株主の皆様には何千もの銘柄の中
から「この会社を応援したい」という気持ちで当社の株を保有いただいています。ビ
ジョンを実現していくことはもちろん、実際のリターンを提供し、株主の皆様に対して
報いる姿勢は強化していきたいと考えています。その一環として2023年前半には初
めて資本効率改善のための自己株買いと、流動性向上のための株式分割を実施し
ました。



　今後もステークホルダーであるお客様、サプライヤー様、従業員、そして投資家の
皆さまと同じ船に乗って、ともに社会構造を変革し、企業価値を高めていくことを目
指していきます。引き続きご支援いただきますよう、よろしくお願いいたします。



社会価値に向き合い、

変革を起こす人材力

Human Capital
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人材マネジメント
当社にとって、最も重要なアセットは「人」です。

会社の進化・変化を支え、社会価値を創出する人材がビジョン実現の源泉であり、
全従業員が成長・活躍し続けることのできる環境作りに努めています。

組織のエンパワーメント
これまでは似た価値観を持つメンバーが多く、非連続な価値創造を評価する傾向が強くありまし
た。今後はバックグラウンドや価値観の多様性を持ち、連続的な価値創造や組織の構築・強化をよ
り評価していくことをゴールとしています。

個人のエンパワーメント
これまではスタートアップとして全員がコトに向かい、顧客に向き合い、非連続な価値を生み出す
自己責任のスタイルでした。今後は会社が社員全員の成功をサポートし、全員が能力を最大限発
揮できる環境を整えていくことをゴールとしています。

新行動指針

行動指針刷新の背景
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Vision

RAKSUL Style

Transparency 情報共有
情報の非対称性が存在しない環境の構築。意
思決定の背景や文脈を開示し、情報共有の透
明性を確保。

各メンバーのミッションや担当領域を明確にし
て、仕事をまかせ合うチームをつくること。

Reality 高解像度
現場の状況を実際に自分の目で見て、経験・把
握した情報に基づく課題設定をすること。不確
実なものを確実にするための、「小さな実験」と
も呼ぶべき試行錯誤を経ること。上記に取り組
んだうえで、課題の正しい優先順位付けができ
ていること。

System 技術・仕組み化
高度な技術や仕組み化によって、課題解決に
導くこと。非効率を無くし、生産性を改善するこ
と。

独自の発想や創意工夫をもって、効果的なアプ
ローチ方法を提案すること。

Team first チーム構築
採用・プロモーションに責任を持ち、メンバーの
成果を最大化する強いチームの構築。

メンバーのオンボーディング、適切なフィード
バック、モチベーションの維持を行い、チームの
成功を実現させること。

こうした目的のもと、ビジョンを実現するための行動指針は2022年に刷新さ
れました。互いに信頼し合える状態をすべてのチームに作ることをゴールと
して掲げています。

良いチームを作り、力を最大限発揮できるようにする



目指すべき姿と実現に向けた取り組み​
事業環境の変化や、会社の成長に伴う事業や組織の進化・拡張のフェーズにおいて、

当社の人事OS（仕組み）を構造的にアップデートし、人的資本の価値を更に高め、企業価値を向上させる取り組みを強化しています。
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チームでなく個人で
成果を出す自己責任
のスタイル
アーリーフェーズの事
業・組織ゆえのハイコ
ンテクスト文化

非連続な成長を生み
出すことを重視する
文化
同質的価値観を持つ
人材で形成された組
織

個人の

エンパワーメント

組織の

エンパワーメント

事業・組織拡張に見
合った育成・人事体制
の構築を通じ、社員全
員の能力が最大限に
発揮される組織

多様な人材・役割が
活躍できる環境作りを
通じ、多様な価値を創
出し続ける組織

 評価軸や目標・評価運用の再設計
（組織軸の導入

 マネジメント研修の実
 オンボーディングプログラムの導入
取り組み事例：オンボーディングプログラム p38

取り組み

 多様なキャリアパス・能力開発 
プランの設

 福利厚生制度「カナエル」の導
 DEI*研修の実施

多様な働き方 p39

取り組み

人的資本データ p67

 管理職比
 マネジメント研修受講実
 オンボーディング指標

KPI

人的資本データ p67

 女性管理職比
 育児休業取得
 DEI研修受講実績

KPI

現状の課題 取り組みとKPI 目指すべき姿

*DEI : 「ダイバーシティ（多様性）」「エクイティ（公平性）」「インクルージョン（包括性）」の頭文字からなる略称



取り組み事例：オンボーディングプログラム

　入社前から、テキストコミュニケーションや1on1などを通じてこちらの
求めに応じた情報を提供いただき、プログラムがスタートしました。事業
環境や今後の方向性、その中で自身に求められる役割や期待のすり合わせ
を行うことで、業務イメージをより膨らませることができ、ギャップなく
入社できたと思います。

　入社後は、全社共通のチェックリストに沿って、当社のカルチャーや各
種ポリシー・制度を網羅的に知ることができました。業界経験がなかった
ため、プログラムの中で用意された印刷のいろはやECの係数管理といった
独自の動画で業界知識を習得できたことも大きな助けになりました。

　上司やチームリーダーとは日次や週次で1on1ミーティングを行います。
緊張感もありましたが、子育てとの両立や今後のキャリアといった相談も
交えながら3か月間対話を重ねたことで信頼関係が構築できていると感じて
います。前職の社歴が長かったためアンラーニングを強く意識しているの
ですが、上司には一緒にキャリアデザインを考えてもらったり、新しい
チャレンジを後押ししてもらったりしています。定期ミーティングでは
リーダーのスタンスやチームの価値観を揃える議論もされていて、私に
とって大切な時間です。これからもメンバーとの関係性を深めながら、実
践を繰り返していき、事業成長に貢献できればと思っています。

ラクスル事業本部

Enterprise BU / Sales & Marketing

倉内 邦佳

2023年1月入社

メンバーの声

新メンバーが当社の一員として既存メンバーと信頼関係を築き、最大限パフォーマンスを発揮できるような体制を整備するとともに、

既存メンバーのマネジメントスキルの向上を目的として、2022年2月より新しいオンボーディングプログラムを導入しました。

急激な組織拡大と人材の多様
化が進むなか、受け入れ体制
が部署や担当者依存

新メンバーが早期に自走できるよう定義やプログ
ラムを標準化し、採用、内定、オンボード、活躍ま
で組織でサポートする体制の整備

個人・組織パフォーマンスの最大化による
企業価値の向上

 新メンバーの聞き手責任で行わ
れるハイコンテクスト文

 全社統一されたプログラムの不
在

 新メンバーの早期活躍による生産性向上と
人材の定

 受け入れ側のマネジメントスキルの育

 心理的的安全性の向上

 新メンバー向け全社プログラムの刷

 受け入れメンバー向けプログラムの導

 チェックリスト導入による、共通認識やナレッジの共
有
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課題 取り組み 期待効果



男性社員の育児休業取得

取得者の声

DEI研修
メンバーそれぞれが持つ多様な個性を最大限
に活かしながら、新たな価値を生み出し続ける
組織を目指し、DEI推進の一環として「ダイバー
シティ研修」や「アンコンシャスバイアス研修」を
実施しています。


「ダイバーシティ研修」では、社外取締役の村
上由美子氏より、ゴールドマン・サックス社や国
連等のグローバルなご経験から学んだダイ
バーシティの重要性についてお話しいただきま
した。当社においてダイバーシティがなぜ重要
なのか、組織へ浸透させ、持続的な企業成長
につなげる取り組みにしていくためのきっかけ
づくりを積極的に行っています。
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多様な働き方

　第一子誕生の際は、当時の社会的な雰囲気と自分の業
務状況から育休取得に踏み切れませんでした。2018年に
CFO永見が育休を取得し、最近では社内でも取得する男性
メンバーが増えてきたことから自分も取ろうと思いました。

　育休に備えてナレッジをドキュメントに残しながら業務を
引き継ぎ、他のマネージャーにもどんどん仕事を任せること
で、プロダクト開発のスケジュールも再調整しました。結果
的にメンバーがオーナーシップを持つ場面も増えました。
チームメンバーに助けてもらったと同時に、チーム全体とし
ても成長できたように思います。他の男性社員にも積極的
な取得を勧めていきたいです。

ラクスル事業本部 
SCM テックリード

岡田 祐一　

2014年入社　

1.5か月間取得

多様なタレントが公平な機会のもと、ライフス
テージの変化によらず、安心してサステナブル
に活躍できる職場づくりを実現するため、「カナ
エル」という福利厚生制度をリリースしました。

福利厚生制度

「カナエル（KanaL）」

 出産・育児休業期間の給与を復職時に実
質全額支給する「産育休復帰祝金制度」

 自治体を通さず、保育園と直接契約を結ぶ
ことのできる「企業主導型保育園利用制度」

 同性パートナーを持つ社員への福利厚生
の適用

制度事例

　第一子の時と異なり、今回は長女の世話と仕事を両立
しながら、新生児を迎えることは難しいと考え、コロナ禍で
気軽に身内を頼れない状況だったこともあり、迷わず育休
を取得することにしました。

　出産前から長女の保育園送迎時間に動けるよう、フレッ
クス勤務制を活用し、朝早くに始業、17時終業という勤務
スタイルに変えました。自分が動ける時間に会議を入れてく
れたり、メンバーのサポートは非常に助かりました。引き継
ぎも「なるべく属人化をなくそう」というチーム運営方針の
もと、割り切ってお願いできました。

　育休取得を悩んでいる人には、子育てという大きな社会
的チャレンジの一端を担っているという思いを持って迷わ
ずに育休取得してもらいたいと思っています。

ノバセル株式会社

Product マネージャー 

笹子 圭太​ ​

2020年入社​

2か月間取得​

2022年度実績

取得率73% 34日平均取得期間



CHRO Message
主語を「We」にできる個性豊かな

リーダーたちの育成を
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「計算されたリスク」を取れる

マネジメントの強化
　私は2023年1月にCHROに就任しましたが、就任から数ヶ月、日々、この組織の純
粋さに驚かされています。当社のメンバーたちは、個々の事業推進能力に長け、みん
なが「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」というビジョンを愚直に実行してい
ます。成長を続け、組織として進化し続けているにもかかわらず、ビジョンを軸に据え
てぶらさない、その真っ直ぐな姿勢に、更なる成長への期待が膨らみました。

　2019年8月の東京証券取引所市場第一部上場後、労働市場における当社のポ
ジションも変わりつつあります。大手企業とも比較される位置につけるようになったこ
とで、優秀な人財を確保し続けながら拡大を続けるためには、より競争優位性を高
めていく必要があります。そのために、人事OS（仕組み）のアップデートを構造的に
行なっていく必要性を代表の松本と議論してきました。

　人事のミッションは、メンバーの発想、可能性をいかに伸ばしていけるかを追求す
ることにあります。自社が置かれた状況にあわせて、既成概念にとらわれず、最適な
人事制度を更新し続けることが重要です。その際、感覚的に認識しているところは都
度明確なデータを掛け合わせることで、また、様々なデータを違う角度の思考へのイ
ンスピレーションとして取り入れていくことで、より包括的に「計算されたリスク」を取
れる人事制度に組み直していきたいと考えています。
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信頼しあうことでパフォーマンスを

高めていきたい

　この「計算されたリスクを取る」とは、メンバーのチャレンジを
推進していく中で、どのように進めていけば成功率を上げられる
かという道筋を整えていくだけではなく、どのようなリスクの取り
方であれば失敗を減らすことができるのか、そして失敗からは何
を学ばせるべきなのかを計算し、マネジメントしていくということ
です。人事として、そのマネジメントができるリーダーたちの育成
についても、今後より強化していきます。

　当社は今、グループ全体で社員数が526名という規模にまで
成長しました。100名、200名のメンバーと対峙する、「顔が見え
る人事」とは違うフェーズに入っています。これまでは、組織を牽
引するスタープレイヤーたちの参画、活躍によって非連続な成
長を繰り返し、組織を拡大してきました。0から1を生み出す起業
を経て、そこから10に上るまでの過程には、スタープレイヤーた
ちの指導力、先導力、統率力が大きく作用したと考えます。しか
し、10から100へと躍進するためには、「チーム」として成長を遂
げていく人財を増やす必要があります。そこで、「I」ではなく

「We」を主語にできるリーダーの育成は不可欠であり、そのた
めの取り組みを積極的に行なっていくことが今後ますます課題
となるでしょう。

　組織を強くするための具体的な取り組みとして、当社では
2022年2月よりすでに、「Be trusted」というプログラムを走ら
せてきました。「互いに信頼しあえる状態を社内のすべてのチー
ムに作る」ことをゴールとし、まずは仲間を信頼し、仲間からも信
頼される状態を組織内に広げていこうという取り組みです。私た
ちは、組織のバリューとして、「RAKSUL Style」という行動指針
を掲げています。そこには事業の成功基盤となる「Reality」

「System」に加えて、組織の成功基盤として「Transparency」
「Team First」を示しており、今回新しく設定した後者をより強
固にするための様 な々施策を展開してきました。

　評価軸の再設計、オンボーディング、研修、目標・評価の運
用、キャリアパス、アルムナイ、ダイバーシティ、ハイブリッドワー
ク、人事組織の強化といった様々な課題に対し、グローバルにも
対応できる人事制度を作っていく。そうした人事制度がメンバー
の能力を100%引き出す後押しになるよう、今後も改革を加速
させていきたいと考えています。

　組織の価値とは、そこに集まったメンバー全員が作り出してい
くものです。だからこそ、常にフェアで健全な文化・組織を作ろう
と努力し続けなければなりません。

　そして、その健全な組織をより強い組織としていくためには、
意志を持つ優れたリーダーが必要です。優秀な人財のコピーを
量産するのではなく、違う個性を持った上で、「We」を主語にで
きるリーダーを育てていく。そのリーダーたちとともに、ステーク
ホルダーの皆さまに価値を提供し続けていける組織を今後も作
り続けていきます。
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ネットスクウェア社のオンデマンド印刷事業譲受を通じた

商材拡充及びバリューチェーン刷新による顧客価値の更なる向上

マテリアリティ 進捗

多様な人材の採用と活躍推進

次世代リーダー人材の育成と複利による 
報酬還元

サプライチェーンの共創を通じた

顧客価値の創造

 Underrepresented group 従業員比率　51.7
 Underrepresented group 管理職比率　22.3
 グループ会社経営層の継続輩
 次世代リーダーへのインセンティブ付与 

(Quality Growth Stock Option 2022)

重点フォーカスエリアとその進捗状況

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
お
け
る
重
要
性

当社における重要性

生物多様性の保全

災害復興支援

水資源の保全/廃棄物の削減

公平な競争環境の構築

地域社会との関わり

従業員の健康と安全

情報開示の透明性

テクノロジー

による

既存産業の

仕組み革新

プライバシー保護と

データセキュリティ

多様な人材の

採用と活躍推進

サプライチェーン

の共創を通じた

顧客価値の創造次世代


リーダー人材の

育成と複利による

報酬還元

企業倫理と

法令遵守の徹底

事業ポートフォリオ

構築と


資本効率の両立

適切な

リスクテイクを

支える


ガバナンス体制

気候変動

への対応

資源の

効率的利用

Environment Social Governance

マテリアリティ
マテリアリティの特定プロセス マテリアリティマップ

SASB（サステナビリティ会計基準）やGRIスタンダード、
SDGs（国連の持続可能な開発目標）といった国際的な指
標を参照し、またステークホルダーの声を踏まえ、当社の
事業活動や企業文化に関連性の高い社会課題を抽出し
ました。

課題候補項目の抽出1

株主・投資家との対話や主要なサプライヤーへのインタ
ビューを通じて、当社に対する期待について情報収集を行
いました。また、定期的に実施している従業員サーベイの結
果を通して従業員からの期待を把握しました。これらの対
話を通じて、抽出した社会課題の重みづけを行いました。な
お、外部のESG格付け機関からの評価も参照し、当該評価
において指摘を受けている課題についても勘案しています。

ステークホルダーとの対話を通した、

当社における重要課題の把握と整理2

抽出・整理した社会課題について、取締役会及び経営会
議における議論を通じて、当社経営戦略との関連性を評
価し、取締役会決議を経て、優先的に取り組むべき重要課
題を特定しました。

自社による重要性の評価と特定3
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当社はステークホルダーの期待や要望に応えていくため、優先的に取り組むべきマテリアリティ（重要課題）を策定し、社会情
勢の変化やステークホルダーとの定期的な対話を通じ、1-2年に一度マテリアリティの見直しを行っています。これらの重要課
題に取り組むことで、社会に対する継続的な貢献と当社の企業価値向上の両立を目指していきます。

*Underrepresented group: 女性、LGBT+、海外国籍等
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リスク 対応 機会 関連するマテリアリティ

外部環境・マーケット  金利及び株式相場の変動による資金調達コ
ストの上昇や資金調達力の悪化、収益・資産
状況へのマイナス効

 グローバルな経済・政治動向の変化等を受
けた原材料のコスト上昇

 資金調達手法を多様化することでの十分な資
金を保持する財務基盤の構

 コントロール可能な自社業績の向上への集

 販売価格の見直し等による収益の安定化

 機動的コストコントロールを可能とするファブレ
ス経営とそれに伴うキャッシュフロー創出・増加
の確実性

事業ポートフォリオ構築と

資本効率の両立

競合他社の動向  擬似の商品・サービスや技術による他社の
キャッチアップ、新規参入等による競争環境
の激

 開発やサービスが予定通り進展しなかった
場合の競争力低下

 商品ラインナップの拡充、積極的なマーケティ
ング活動やカスタマーサポートの充実、提供
サービスの拡大・品質向上等、サービスの絶え
間ない差別

 模倣困難なビジネスモデルの確立や知的財産
等による高い参入障壁の構築

 新たな市場創出の取り組みにおける、事業者数
増加に伴う市場の認知度向上や市場拡大への
貢

 革新的な開発による成長機会の獲得、競争力
の高い商品の創出 テクノロジーによる


既存産業の仕組み革新

ラクスル（印刷EC）事業

への依存

 主力事業であるラクスル事業の売上高比率
が大きく、利用者の減少や市場規模の縮小
等の要因による売上高減少、及びそれに伴う
全社財政状態や経営成績の悪化

 プラットフォームを展開する産業の継続的な
拡大

 新規事業の創出による新たな社会価値の創造

事業ポートフォリオ構築と

資本効率の両立

シェアリングエコノミー

形態による生産体制 

 ラクスル（印刷EC）事業におけるサプライヤー
をネットワーク化するシェアリングエコノミー
形態による生産体制において、各社の経営
状況の変化等による業務継続不可等、供給
の不安定化

 一部の印刷資材について、集中購買によるサ
プライヤーへの印刷資材の安価提供・サプライ
ヤーへの利益貢献による投資余力の創

 定期的なコミュニケーション等による複数サプ
ライヤーとの良好な関係構築

 機動的コストコントロールを可能とするファブレ
ス経営によるサプライヤーへのマージンの適正


 サプライヤーの状況や特徴に合わせた「適材適
所」の生産体制による供給の安定化

テクノロジーによる

既存産業の仕組み刷新

サプライチェーンの

共創を通じた顧客価値の創造

事
業
環
境

Environment Social Governance

CFO Message p32-p34

顧客価値追求による顧客の企業価値向上 p16-p24

CEO Message p6-9

サプライヤーとのサプライチェーンの共創 p25-p29 サプライヤーとのサプライチェーンの共創 p25-p29

当社は、コーポレート・ガバナンス体制のもと、経営に対して大きな影響を及ぼすリスクに適切かつ迅速に対応するため、リスク管理委員会を設置し、

グループ横断での共有、審議、改善を行っています。代表取締役社長を議長とし、全執行責任者により構成されており、四半期毎に実施しています。

特に重大インシデントについては、取締役会及びSVP会議に報告され、監督機能を発揮できる体制を整備しています。



P
art 3

E
S

G

45

人材確保  テクノロジー人材等、優秀な人材の採用・リテ
ンションの競争激化による成長機会の損失

 多様なバックグラウンドを有する人材の採用強化によ
る多様性の向

 日本国外の開発拠点設立と、開発力の強化のための
継続的な施策の推

 従業員がやりがいを持って働き続けることのできるイン
センティブの設

 経営人材の抜擢・育成等、従業員が成長・活躍し続け
ることのできる機会・環境づく

 従業員が健康的・衛生的に働ける環境の整備

 優秀な人材の確保・育成による競争
力の強化

コンプライアンス  社員による法令違反や第三者の保有する知
的財産権侵害等による信頼の低下や事業活
動の制限、関連コストの増加等、企業価値の
毀損

 ポリシーに基づいたコンプライアンスを実践する企業
文化の醸成 
（コンプライアンス年間計画の策定と実施、研修・周知
によるコンプライアンス意識向上の促進、内部通報窓
口の設置等）

情報セキュリティ  重要な情報資産の滅失、棄損、あるいは漏
洩、またそれに伴う風評被害、損害賠償負
担、社会的信用の失墜

 情報リスク管理体制の整備 
（社内規程の制定、プライバシーマークおよびISMSの
取得ならびに社内運用、情報セキュリティ教育の実施、
監査・点検の徹底等）

投融資  初期に期待した投資効果が発現しなかった
場合やのれんを含む無形資産の減損損失の
発生

 買収対象のデューデリジェンスの慎重な実施、リスクお
よび回収可能性の十分な事前評価に基づく決

 買収後の事業統合計画の入念な検証、定期的モニタ
リング体制構築

 新たな経営資源の獲得による成長基
盤の構築

気候変動  気候変動リスクへの対応に伴うコスト増や収
益低下等、事業環境の変

 環境保全への社会からの期待・要請に対す
る対応遅れによる、顧客・資本市場からの評
価低下

 紙資源の効率的利用等による地球温暖化の原因とな
る温室効果ガスの削減と事業活動の効率性の両

 外部有識者や投資家等との対話の充実

 気候変動対応への貢献が期待できる
商品・サービスの提供拡大、及びそれ
に伴う市場価値や収益の増大

事
業
体
制

そ
の
他

リスク 対応 機会 関連するマテリアリティ

Environment Social Governance

人材マネジメント p35-p41

ビジネス倫理 p52

ビジネス倫理 p52

CFOメッセージ p32-34

環境への取り組み p46-p48 環境への取り組み p46-p48

多様な人材の採用と活躍推進

次世代リーダー人材の育成と

複利による報酬還元
従業員の健康と安全

適切なリスクテイクを支える

ガバナンス体制

企業倫理と法令順守の徹底

適切なリスクテイクを支える

ガバナンス体制

プライバシー保護とデータセキュリティ

事業ポートフォリオ構築と

資本効率の両立

資源の効率的利用

気候変動への対応

ー

ー



環境への取り組み

当社ビジョン「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」は、社会をより良くしていくこ
とを内包した会社のDNAであり、パーパスでもあります。持続可能な社会を実現する
ため、気候変動を重要な経営課題の一つとして認識し、環境負荷低減と企業価値向
上の両立を実現していきたいと考えています。

TCFD提言への対応

当社は2021年4月に、TCFD（気候関連財務情報
開示タスクフォース）による提言への賛同を表明する
とともに、同提言に賛同する企業や金融機関等から
なるTCFDコンソーシアムに加入しました。TCFD提
言に基づく気候変動に関する情報開示の充実に努
めています。

気候変動への取り組み

気候変動への対応方針

当社では、取締役会及びSVP会議において、気候変動に関連する課題を含めた社会課題の
審議を行い、取締役会にてマテリアリティや対応方針を決定しています。また「気候変動への
対応」を含めたマテリアリティの対応状況は、年に一度、取締役会へ報告され、取締役会の指
示・助言のもとモニタリングを行っています。

2022年９月に設置したサステナビリティ委員会においては、マテリアリティに基づいた行動計
画や進捗管理を行い、特に重要な事項については取締役会に報告していきます。

ガバナンス1

2
気候変動が当社事業へ与える影響について、TCFDが提唱するフレームワークに基づいたシ
ナリオ分析の手法により、2030年時点における外部環境の変化を予測し、分析を行いまし
た。2021年度はラクスル事業のみを分析対象としましたが、今後は他事業にも分析対象を
拡大するとともに、ラクスル事業における分析結果についても、外部環境や自社の取り組みの
変化に応じて内容を見直します。

戦略
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シナリオ 概要

1.5℃シナリオ

2050年にCO2排出ネットゼロを目指す等、世界の平均気温上昇を産業革
命以前に比べて1.5℃未満に抑制するため、2℃シナリオ以上に各国におけ
る政策・規制が強化されるとともに、社会における環境や気候変動への意識
も現状に比べて大きく高まる

4℃シナリオ

既に実施済みの政策に加え、公表済みの政策が実現されることを想定した
シナリオであり、政策・規制は1.5℃、2℃シナリオよりも弱い想定。CO2の排
出量も当面は増加する可能性があり、社会的にも環境や気候変動への意識
は現状の延長線上で推移する

当社と従業員は、将来の地球に対する責任を果たすため、温室効果ガスの削減
に努めます。

当社は、温室効果ガスの排出量を測定・開示し、エネルギー効率の改善を行いま
す。また、自社の活動及びサービスの利用により排出される温室効果ガスの削減
を支援することで、バリューチェーン全体における温室効果ガスの排出を削減し
ます。



リスク評価と対応策（影響度が大きいもの抜粋）

*8億円以上 : 大、 5～7億円:中、 0～4億円:小

TCFD提言に基づく開示
https://corp.raksul.com/esg/
environment/tcfd/

リスク管理委員会において、事業活動を行う上で対処すべきリス
クを認識・特定し、重点対応の協議を行っています。気候変動の
影響を含め、特に重要と認識されたリスクについては取締役会
へ報告されます。

サステナビリティに関する事項を所管する部門にて、社内の関係
部門の協力のもと、特定・評価した気候変動に関するリスクと機
会をサステナビリティ委員会に報告・提言し、全社的な気候変動
への対応を推進していきます。重要な環境リスクや気候変動問
題を含む社会課題については、リスク管理委員会と連携し、全社
リスクに統合しています。

リスク管理3
気候変動への対応として温室効果ガスの排出量削減に努めま
す。また温室効果ガスの排出量を測定・開示し、環境に配慮した
シェアリングプラットフォームのデザインを通し、エネルギー効率
の改善を推進します。

現在、Scope1,2におけるCO₂削減目標について議論を進めて
います。バリューチェーン全体における温室効果ガスの排出削減
への貢献を含め、中長期でのCO₂削減目標に向けた指標作り
への準備を行っていきます。

指標と目標4

分類 項目 2030年における影響評価 影響度* 主な対応

1.5℃シナリオ

リスク

世界的な紙需要の増加による紙資源価格の上昇

原材料コストの上昇

消費者の嗜好変化
による商品・サービ
ス需要の減少

消費者の嗜好変化

原材料コストの上昇

消費者の嗜好変化

中

中

中

 紙の集中購買による紙資源価格上昇の影響低減

印刷用アルミ版の原材料コストの上昇  従来の印刷機から、アルミ版を使用しないデジタル印刷機へ一部転換

脱炭素の推進や廃棄物削減により大企業顧客の離反が進むことに
よる売上減少  デジタル販促等のサービスへの移行需要を取り込

 集客デジタルコンテンツの拡充や紙印刷市場から集客支援市場及び印刷周辺
領域への展開等による新たな収益源の確
 効果検証付きチラシ等、付加価値の高いサービスの提供印刷市場（特に事務印刷）縮小の加速による売上減少

機会 環境対応紙の需要の高まり 中  環境対応紙の取り扱い拡大、需要取り込みによる売上向上

リスク 世界的な紙需要の増加による紙資源価格上昇 大  紙の集中購買による紙資源価格上昇の影響低減
4℃シナリオ

機会 環境対応紙の需要の高まり 小  環境対応紙の取り扱い拡大、需要取り込みによる売上向上

CO₂排出量(t-CO₂) 2021年度 2022年度

総排出量 48,649 57,072

スコープ1,2 124 133

スコープ3 48,525 56,939 P
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事業における環境への取り組み

環境配慮型商材 CO2排出量算定の支援

株式会社TBM 

サステナビリティ部 部長
羽鳥 徳郎 様
環境配慮型の素材開発及び製品の製造・販売を中心とし、資源循環を促
進する事業を展開。石灰石を主原料とした新素材「LIMEX（ライメック
ス）」、再生材料を50%以上含む素材「CirculeX」を開発。

　「進みたい未来へ、橋を架ける」をミッションに掲げる当社にとって、サステナビリティは非常に重
要なテーマです。環境負荷低減の観点から自社工場や本社オフィスのCO2等の温室効果ガス排
出量にとどまらず、間接排出（Scope3）も含めたサプライチェーン全体の温室効果ガス排出量は
軽視できないポイントです。なかでも、当社が提供するLIMEXの輸配送におけるCO2排出量の詳
細の把握が課題でした。

　国内輸送で発生するCO2排出量を削減するためには、まず正確で実態に近いデータでなければ
削減に向けた効果的な手を打つことができません。もともとトラック配送の一部を「ハコベルコネク
ト」で手配していたこともあり、「同システム内でCO2排出量の見える化ができたらいいよね！」とい
う社内からの声でハコベル様とのCO2排出量算定の取り組みが始まりました。

　「ハコベルコネクト」を経由して依頼した輸配送については、当社及び委託先の運送会社がデー
タ入力や計算をしなくても、日時、出発地から目的地までのルートや距離、荷物の内容・重量、車両
タイプといった運送情報を把握することができ、お互いに業務工数を増やすことなく自動的にデー
タが蓄積していきます。その運送データを活用して、国交省の算定ガイドに基づいたCO2排出量を
ダッシュボードに表示することで関係部署がリアルタイムに状況を把握できるようになりました。

　CO2等の温室効果ガス排出量の削減には現場で実行するチームの協力が不可欠です。今回、
CO2排出の傾向や案件別の排出量が明確になったことで「ハコベル利用以外の範囲も詳細の見
える化を進めていけるはずだね」といったメンバーの前向きな意識の変化もありました。今後も、
我々のサステナビリティに関する目標である「TBM Pledge 2030」の実現に向けて、取り組みを推
進していきたいと考えています。

ダンボール・梱包材のECプラットフォームを運営する当社子会社のダンボールワン社は、地球環境
に配慮した梱包資材や緩衝材を通して、サステナビリティ・SDGsへの取り組みを推進しています。

FSCⓇ認証紙を使ったダンボールは、同社がワンストップで企画・開発・制作することで取引コスト
を最適化し、顧客に対して価格面での貢献を実現しています。また、印刷会社から出る裁断くずや
古紙を再利用し、有害な化学物質を含まない緩衝材「アローエコクッション」といった環境に配慮
した商品を展開しています。今後も環境に配慮した商品の供給を通して環境問題に取り組むとと
もに、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

プラスティックを使用しな
い紙製のクッション封筒
や緩衝材商品、再生素材
やFSCⓇ認証紙を利用し
たダンボール・パッケージ

バイオマスインキや水性イ
ンキなどの環境配慮型の
インキを利 用したダン
ボール・パッケージ・宅配
袋

限りある資源の有効活用
やCO2排出量の低減に
配慮されていることを示
すリサイクルマークが印
刷された梱包材のライン
ナップ
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コーポレート・ガバナンス
当社は企業ビジョンにもとづき、社会の公器としてステークホルダーの責任と期待に応え、持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上を実現すべく、コーポレート・ガバナンス体制の強化及び充実に取り組んでいます。

当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るため、2019年10月に監査等委員会設置会社に移行しました。2022年10月に
は、取締役会構成の見直しを図るとともに、SVP (Senior Vice President) を中心とした執行体制を確立することで、経営の監督機能
と事業の執行機能の分離を明確にし、意思決定の迅速化と経営管理機能を確保した体制を構築しています。

 上場前より、 
独立社外取締役2名の選任

 監査等委員会設置会社への移
 社外取締役が3分の1以上を占

める取締役会構成

 指名報酬委員会（任意）の設置  取締役会構成の変
 SVP執行体制への移行

組織形態 監査等委員会設置会社

取締役会議長 松本 恭攝

取締役 人数 ８名（うち独立社外取締役６名）

社外率 75％

開催回数

(2022年度) 15回

出席率 98%

監査等委員会 人数 ３名（３名全員が独立社外取締役）

社外率 100％

開催回数

(2022年度) 14回

出席率 100％

指名報酬

委員会

議長 小林 賢治（社外取締役）

人数 5名

社外率 60％

開催回数

(2022年度) 3回

出席率 100％

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人

コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレート・ガバナンスの変遷

コーポレート・ガバナンス体制の状況
2023年1月31日時点

Part 3
ESG

49

株主総会

会
計
監
査
人

監査等委員会取締役会

サステナビリティ委員会

エグゼクティブコミッティー

リスク管理委員会等

代表取締役社長

指名報酬委員会

（任意委員会）

SVP会議等

各部門

内部監査部門

選任・解任 選任・解任

監査等

指示

指示

指示

報告報告

報告

選定

解職

監督

報告

提案

諮問等

連携

連携

会計監査

内部監査

選任・解任



*業務執行取締役：代表取締役社長CEO 松本恭攝、取締役CFO 永見世央

取締役会実効性評価（2022年7月期） 役員報酬の報酬決定方針とプロセス

業務執行取締役の報酬体系（2023年7月期）

当社は、取締役会において年1回以上、取締役会全体の運営について振り返りを行っております。
今期も取締役（監査等委員である取締役含む）を対象に下記項目に関するアンケート（合計23設
問）を実施しました。

当社では、固定額による金銭報酬と非金銭報酬の譲渡制限付株式から構成され、報酬額の水準
については、国内外の同業または同規模の他企業との比較及び当社の財務状況を踏まえて設定
しています。

固定金銭報酬は、職責の範囲、業績及び中長期的な企業価値構築への貢献、優秀な人材確保の
観点を加味して決定しています。業務執行取締役は、当社ビジョンの実現に向けた非連続な成長
を実現する為の意思決定やその実行面を重視しており、担当領域における財務・事業指標の目標
達成や全社重要課題への取り組み状況に応じた評価を行い決定しています。非業務執行取締役
は、独立した立場からの多角的かつ健全なリスクテイクを担保するモニタリング面を重視しており
ます。非金銭報酬である譲渡制限付株式は、持続的な企業価値の向上に対する効果的なインセン
ティブの設定と株主との持続的な利益意識の共有を目的として付与しており、株価水準を加味し
て決定しています。

固定金銭報酬は月額固定金額にて支給し、 非金銭報酬である譲渡制限付株式は毎年11月にそ
の後3事業年度にわたる職務執行の対価に相当する額を一括して支給しています。

2021年7月期末から、任意の指名報酬委員会において、翌年度の報酬議案の策定を行った後、
取締役会においてその決議を行う方針としています。 尚、監査等委員である取締役については、監
査等委員会の協議により決定しています。

その他コーポレート・ガバナンスに関する事項は、「コーポレート・ガバナンスコード」、「社外取締役
の独立判断基準」に定めております。

アンケートの評点は総じて高く、概ね実効性が確保されている結果となりました。特に「取締役会に
おける審議・運営」に関して、議案の内容やテーマ、質量、対象範囲は適切であり、建設的かつ活
発な議論が展開されている等の回答を受けました。一方、適切な監督と執行の分離体制のあり方
については改善の余地があるとのご意見をいただきました。

取締役の選解任においては、性別、年齢、国籍等の区別なく、当社の経営ビジョン及び企業文化に
対する深い理解と共感があること、社会の公器であるという意識・高潔さを有していること、当社の
意思決定及びガバナンスに対して十分な貢献ができる時間的・精神的なゆとりがあること、ならび
に、各分野における高度な専門的知見を兼ね備えていることを重視しています。 任意の指名報酬
委員会において、上記基準に照らして候補者案を策定し、取締役会における議論及び承認を経た
上で、株主総会で選任しています。また、監査等委員である取締役については取締役会への上程
前に、監査等委員会の同意を得るものとしています。

取締役候補者の選解任方針とプロセス

アンケート評価カテゴリー
 取締役会の役割・責
 取締役会の規模・構
 取締役会における審議・運
 取締役会等の機関設計・運
 株主との関係・対話
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売上総利益、EBITDA(non-gaap)、当期純利益、TSR(株主総利回り)の
目標達成に応じて当年度の定量評価を行い、定性評価と合わせて勘案

対象役員
役員報酬の構成比

合計
金銭報酬


（基本報酬）
非金銭報酬


（譲渡制限付株式報酬 (RS) ）

業務執行取締役

25% 100%

役員報酬総額（2022年7月期）

役員区分
報酬等の総
額(百万円)

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員(人)基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役

(監査等委員を除く)

(うち社外取締役)

取締役(監査等委員)

(うち社外取締役)

合計

(うち社外役員)

200

(22)

107

(13)

－

(－)

92

(9)

10

(4)

28

(28)

228

(50)

25

(25)

133

(39)

－

(－)

－

(－)

2

(2)

95

(11)

3

(3)

13

(7)

コーポレート・ガバナンス報告書 社外取締役の独立判断基準
https://corp.raksul.com/wp-content/

uploads/2022/10/5509d94a7775bb

85de8c6bb7c1f30931.pdf

https://corp.raksul.com/wp-content/

uploads/2019/04/6a574fc29dad00

4a1e07914f828e532b.pdf



サステナビリティ委員会 ステークホルダーエンゲージメント
当社は、サステナビリティ・ESG活動の取り組みを一層強化し、より横断的かつ体系的なサステナ
ビリティ推進体制の構築を図ることを目的して、2022年10月にサステナビリティ委員会を設置し
ました。

取締役CFOを議長とし、社外取締役ならびに関係者により構成されており、四半期毎に実施して
います。サステナビリティの実現に向けた方針・計画策定及び取り組みを推進し、 特に重要な事項
については取締役会やSVP会議に報告しています。また、重要な社会課題は、リスクマネジメント委
員会と連携しながら全社リスクに統合し、経営基盤の強化を進めています。

当社は各ステークホルダーの皆さまとの日々のコミュニケーションを大切にしています。皆さまから
いただいた貴重なご意見を事業活動へ反映しながら、サステナビリティを推進することで企業価値
の向上に努めています。

取締役会

SVP会議

サステナビリティ委員会

リスク管理委員会

 マテリアリティの特定に関する審
 マテリアリティに基づく活動内容や進捗管理における報
 サステナビリティに関する重要テーマの報告・検
 有識者による提言等（ESGの国内外の動向等）

重点議題や課題

ステークホルダー 主な対話機会・手段

顧客

サプライヤー

従業員

株主・投資家

顧客から寄せられたご意見やご要望に応える体制を構築し、プロダクト・商品開発や事業
活動の改善に反映させることで、価値あるプロダクト・サービスを提供していきます
 カスタマーサクセス、法人サポートによる電話・メールによる窓口対
 オンライン面談、定期訪問、各種展示会/セミナ
 ウェブサイト、メルマ
 サステナビリティ関連の調査アンケー
 顧客の声を反映するプロダクト・商品検討会議(隔週)

サプライヤーと双方向のコミュニケーションを通じて円滑な意思決定や課題解決を行うこ
とで、持続可能なサプライチェーンの構築とともに、相互の企業価値向上を目指します
 サプライヤーとの月次定例
 サプライヤーとの品質月次定例
 サプライヤー説明会(半期1回
 ESG面談、トップ訪問(年1回)

従業員がやりがいを感じ、多様な能力を発揮できる職場環境の構築や、新たな価値の創
造に向け挑戦できる風土の構築を通じて、従業員の自己実現と持続的な企業成長の実現
を目指します
 定期 1 on 1、イントラネット・社内
 グループ朝会(毎週)、Vision Day(年1回
 従業員サーベイ(年1回)、内部通報窓
 各種研修やセミナーを通じた能力開
 社員表彰、従業員持株制度

株主・投資家等に対して適切かつ公平に情報を発信するとともに、建設的な対話を通じて
経営への反映や透明性の高い情報開示に努めていきます
 株主総会、決算説明
 IRミーティン
 ESG活動における個別面
 統合報告書、IRサイト
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ビジネス倫理
コンプライアンス・腐敗防止

情報セキュリティ

教育・啓蒙活動

コンプライアンス推進体制

当社は、コンプライアンスの実践体制や運用を規定したコンプライアンス規程や、役職員の行動基
準を定めたコンプライアンスポリシーに基づき、コンプライアンスの推進に努めています。

社内取締役及び各事業の執行責任者が参加して四半期に一度開催されるリスク管理委員会の
場において、コンプライアンス・腐敗防止に関わる重要事項について討議・方針決定を行っていま
す。委員会では、現実に発生した事象に対する課題のみならず、ヒヤリハット事象も報告され、また
社会情勢や事業環境の変化も踏まえた予防的な議論も行われており、企業価値及びステークホ
ルダーの皆さまに影響が大きいコンプライアンス課題に対する取り組みを強化しています。

内部通報窓口の設置

法令違反や不正を早期に発見し、是正・解決するため、内部通報制度を設けています。社内窓口、
監査等委員窓口、社外窓口（法律事務所）の3つの内部通報窓口を整備し、従業員に周知してい
ます。内部通報規程により、通報したことによる不利益な取扱いを受けたり、職場環境が悪化した
りすることのない体制を確保しています。

腐敗防止ポリシーの制定
腐敗防止ポリシーを制定・公表し、社内の接待・交際に関するルール整備を行うほか、サプライ
ヤーからのコンプライアンスに係る相談通報を受け付ける窓口を設置しています。特に当社のビジ
ネスモデルにおいては、サプライヤーの皆さまとの健全かつ公平な関係構築が、持続可能な事業
成長を通じた産業のアップデートというビジョン実現にも直結する重要課題と認識しています。

個別の取り組みとしては、サプライヤー向けの説明会や経営者による対話等を通じて、事業ビジョ
ンやコンプライアンス課題の共有を行っており、持続可能なサプライチェーンの構築と共に相互の
企業価値向上を目指しています。

情報セキュリティ管理体制
CIO（Chief Information Officer）を委員長とする情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュリ
ティや個人情報保護に関する施策の検討・決議及びリスクのモニタリングを実施する体制で推進
しています。

第三者機関認証の取得
ISMS（ISO / IEC27001）認証監査を年1回受けており、個人情報保護体制を構築し、Pマークを
取得しています。

教育・啓蒙活動
全従業員を対象とする年1回のセキュリティテストの実施や、サイバー攻撃に対する教育として模
擬の標的型攻撃メールを送信する模擬訓練を行っています。

コンプライアンス年間計画に沿って、法令順守や腐敗防止のための研修等の従業員教育を実施し
ています。また、各部門の事業環境・サービス内容を踏まえて、日常業務で直面する特定テーマの
個別研修も随時実施し、業務上必要なコンプライアンスの知識の習得コンプライアンス意識の向
上を図っています。年間計画や研修も、適宜見直し・更新することで、社会トレンドと実効性を兼ね
備えた取り組みとなるよう配慮しています。

2022年7月期実施の社内研修テーマ
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適切な情報提供、誠実なコミュニケーション
景品表示法等の表示規制、個人情報保護法
取引の健全・透明性の確保
下請法、契約帳票の意識向上
ITビジネスを通じた事業成長
特許・商標等の知的財産権、不正競争防止法
上場企業としての社会的責任
反社会的勢力との関係遮断、インサイダー取引



Executives
役員紹介（2022年10月31日時点）

社内取締役

松本 恭攝
代表取締役社長

CEO

永見 世央
取締役 CFO

SVP of Corporate

2008年にA.T.カーニー株式会社入社。2009年に当社を設立し、代表取締役
社長CEOに就任。「シェアリング・エコノミー」というビジネスモデルを確立する。

主な経歴

創業者としての先見性と強力なリーダーシップで当社を
率いるとともに、BtoBシェアリング・プラットフォームとい
う当社ビジネスモデルの創出を主導してきたことから、
今後も経営の重要事項の決定及び業務執行の監督を
行うにふさわしいと判断し、取締役として選任しました。

選任理由

2004年にみずほ証券株式会社入社。カーライル・ジャパン・エルエルシー、株
式会社ディー・エヌ・エーを経て、2014年に当社経営企画部長として入社、同
年に当社取締役CFO就任。米国ペン シルバニア大学ウォートン校MBA修了。

金融、投資、財務戦略全般について豊富な知見と経験
を有しており、当社CFOとして資本政策及び経営管理
業務全般を管掌し、当社の成長を牽引。今後も経営の
重要事項の決定及び業務執行の監督を行うにふさわ
しいと判断し、取締役として選任しました。
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社外取締役
主な経歴 選任理由
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小林 賢治
社外取締役

独立

宮内 義彦
社外取締役

独立

2005年に株式会社コーポレートディレクション入社。2009年に株式会社
ディー・エヌ・エー執行役員に就任し、2011年には取締役も務める。2017年に
シニフィアン株式会社を設立し、共同代表に就任。2020年10月に当社社外取
締役就任。

村上 由美子
社外取締役

独立

上場企業における経営者としての経験に基づき、当社
の経営全般に関する助言が期待でき、経営の重要事項
の決定および業務執行の監督を行うにふさわしいと判
断し、社外取締役として選任しました。

1960年に日綿實業株式会社（現、双日株式会社）入社。1964年にオリエント・
リース株式会社（現、オリッ クス株式会社）に入社し、取締役、代表取締役社長・
グループCEO、代表取締役会長・グループCEO、取締役兼代表執行 役会長・
グループCEOを歴任。2014年にオリックス株式会社シニア・チェアマンに就任。
2019年に当社社外取締役就任。その他、株式会社ACCESS、カルビー株式会
社、株式会社ニトリホールディングスの社外取締役を務める。

1989年より、国際連合開発計画（バルバドス）、国際連合事務局（ニューヨー
ク）、国際連合カンボジア暫定統治機構（プノンペン）にて国際業務に従事。その
後、Goldman Sachs International（ロンドン）バイスプレジデント、 Goldman 
Sachs and Co.（ニューヨーク）マネージングディレクター、ゴールドマン・サック
ス証券株式会社マネージングディ レクター、クレディ・スイス証券株式会社マ
ネージングディレクターを歴任し、2013年にOECD（経済協力開発機構）東京
センター長就任。2021年にMpower Partners Fund L.P.を設立し、ゼネラル
パートナーに就任。同年に当社社外取締役就任、その他株式会社大和証券グ
ループ本社の社外取締役を務める。

上場企業における代表取締役としての経験に基づき、
当社の経営全般に関する助言が期待でき、経営の重要
事項の決定および業務執行の監督を行うにふさわしい
と判断し、社外取締役として選任しました。

国際機関およびグローバルカンパニーにおける経験に
基づき、当社の経営全般に関する助言が期待でき、経
営の重要事項の決定および業務執行の監督を行うに
ふさわしいと判断し、社外取締役として選任しました。

森 尚美
社外取締役

(監査等委員)

独立

1997年に監査法人トーマツ（現、有限責任監査法人トーマツ）入所。朝日監査
法人（現、有限責任あずさ 監査法人）、佐藤誠会計事務所を経て、2014年に当
社社外監査役に就任し、2019年には社外取締役（監査等委員）に就任。2016
年に森尚美公認会計士事務所を開設し、所長に就任。2020年に株式会社ダン
ボールワン監査役就任。

公認会計士であり、財務および会計に関する専門知識
と豊富な監査経験を当社の経営全般の監査・監督に
活かしていただくことで、当社のガバナンス体制強化に
資するものと判断し、社外取締役として選任しました。



社外取締役

上級執行役員/SVP

琴坂 将広
社外取締役

(監査等委員)

独立

2004年にマッキンゼー・アンド・カンパニーインク入社。立命館大学経営学部准
教授を経て、2016年に慶應義塾大学総合政策学部准教授就任。2017年6月
に当社社外監査役に就任し、2019年に当社社外取締役（監査等委員）に就
任。その他、株式会社ユーグレナ、株式会社アピリッツにおいて社外取締役、株
式会社ユーザベースの社外取締役（監査等委員）を務める。

宇都宮純子
社外取締役

(監査等委員)

独立

企業経営及びコンサルティング業務についての豊富な
経験及び経営学に関する専門的知見をもとに、当社の
経営全般の監視と有効な助言をいただくことで、当社
のガバナンス体制強化に資するものと判断し、社外取
締役として選任しました。

2000年に弁護士登録、長島・大野・常松法律事務所入所。2007年に株式会
社東京証券取引所へ出向。 2011年に宇都宮総合法律事務所を開設。2018
年に宇都宮・清水・陽来法律事務所を開設し、共同代表パートナーに就任。 
2018年に当社社外監査役、2019年に当社社外取締役（監査等委員）に就
任。その他、株式会社スタートトゥデイ（現、株式会社ZOZO）社外監査役、平和
不動産株式会社社外取締役、ペプチドリーム株式会社社外取締役（監査等委
員）を務める。

弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有するとと
もに企業法務にも精通しており、当社の経営全般に適
宜助言又は提言いただくことで、当社のガバナンス体
制強化に資するものと判断し、社外取締役として選任し
ました。

主な経歴 選任理由

田部 正樹
上級執行役員

CMO

SVP of Novasell

ノバセル株式会社

代表取締役社長

福島 広造
上級執行役員

COO

SVP of Raksul

水島 壮太
上級執行役員

CPO

SVP of Product &

Technology

潮﨑 友紀子
上級執行役員

CHRO

SVP of HR
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*2023年1月20日就任*2023年1月20日就任
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常に「最適」を探り続けてきた

ラクスルのガバナンス。

社外取締役／監査等委員長
森 尚美

社外取締役インタビュー

更なる成長と持続的な企業価値向上へ
何と向き合い続けるのか

2018年5月

2019年9月 


2020年



2021年5月

2022年10月

東証マザーズに上場

東証一部上場、同年10月 株主総会決議を経て、監査役会から
監査等委員会設置会社に移行

RAX10（Raksul Ameba Transformation 10x）導入　

全社最適（求心力）及び自律的な事業経営（遠心力）の両立

任意の指名報酬委員会設置

SVP執行体制への移行

　私が社外監査役に就任してから現在に至るまで、ラクスルは毎年のようにコーポレート・ガバナ
ンスを変化させてきました。ただその時々のコーポレート・ガバナンスコードの改訂に合わせて動い
ていたわけではなく、投資家との対話からニーズを考慮しつつ自分たちの成長と常に向き合い、最
適なガバナンス体制の構築に注力してきた結果であったと評価しています。

　なかでも、この10 年間で大きな転換点となったのは次の5つの変革です。

——2014年に社外監査役、2019年には社外取締役（監査等委員長）に就任されてから、当社
のコーポレート・ガバナンスはどのように変化していますか。

　東証マザーズ上場時、当時のコーポレート・ガバナンスコードでは独立社外取締役を2名選任す
ることが定められていました。しかしラクスルでは上場前からすでに、2名の独立社外取締役を迎え
入れていました。この時の社外取締役の選任は、上場を見据えていた以前に、経営経験を有する先
輩方からその豊富な経験に基づく監督・助言や時に厳しいご意見を頂戴し、経営に活かしていきた
いという思いの表れでした。

　監査等委員会設置会社への移行についても、東証一部上場という会社のステージの変化に伴
い、経営の健全性と透明性を確保しつつ、ラクスルが目指す事業運営に適した機動的な意思決定
プロセスをどのように実現していくか議論を重ね、当時の組織の形態、規模、人員を考えた結果、正
しい内部統制を行うための決断でした。その後の任意の指名報酬委員会設置も、人員の増加に伴
い、取締役の評価や評価に基づく報酬決定に透明性を持たせる必要があるという判断は、当然の
流れであったと考えます。

　そして、昨年のSVP執行体制への移行は、事業部を子会社化、関連会社化し、グループとして体
制強化を図る狙いがあります。これまで取締役会が有していた業務執行権限をSVPに委譲していく
ことで、SVPは業務執行に注力し、執行のスピードを速め、執行の責任を負う。対して取締役会は業
務執行についての監督責任を負う。先に任意の指名報酬委員会も設置していましたので、委員会
設置会社に少し近づけた形になったと認識しています。
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——当社の社外取締役（監査等委員長）として、期待される役
割をどのようにお考えですか。

　ラクスルは2022年11月に会員数が累計200万人を突破
し、国内ネット印刷No.1*になる等、今後も成長を期待されてい
る企業です。だからこそ、社外取締役として、組織として道を外
れないよう、主に取締役会での審議、議論参加を通じて監督機
能を果たしていくことが、私たちの役割であると考えています。

——取締役会の実効性については、どのように評価しています
か。

　現在の取締役会は、社内取締役が2名、社外取締役が6名
の計8名で、うち女性が3名という構成になっています。様々な
経験スキルを有する方々が選任されており、取締役会では、皆
さんが各々のご経験や専門性に沿ってお話しされています。社
外取締役から様々な質問がなされ、発言はしやすい環境が自
然とできあがっているように感じます。また、社外取締役から「こ
うあるべきではないか」「こう考えられないか」という投げかけ
も活発に行われており、社内で整理・改善して、会社としてどう
考えるかを翌月の取締役会までに結論づけるというプロセス
がきちんと踏まれています。その場しのぎで終わらせない真摯
な態度は、評価できるのではないでしょうか。

——監査等委員会の役割と具体的な活動についてお聞かせく
ださい。

　現在、監査等委員会は3名で担っているのですが、各々が役
割に応じて社内会議に参加したり、個別ヒアリングを行い、監
査活動を通じて情報収集した結果を共有し、内容を審議して
います。なかでも継続的に議論しているのが、コンプライアンス
やリスク管理に関する会社の取り組みについてです。ラクスル
として、そして子会社や関連会社を持つグループ全体としてど
のような取り組みを行なっているのか、またそれを統括する立
場としてラクスル社がどのようにグループ会社と役割分担をし
ていくのが適切なのか、現状とのギャップや問題点はないかと
いった点を話し合っています。加えて、ラクスルが事業運営を行
う上で不可欠な存在であるサプライヤー様との関係について
も、ヒアリングを行なっています。今後はサプライヤー様にもご
協力いただきながら、直接お声を聞かせていただくような取り
組みにも力を入れていきたいと考えています。

——ガバナンス上の今後の課題は何でしょうか。

　単一事業から複数事業、1社からグループの複数会社経営
と、私の在任期間中だけでもラクスルの企業形態は大きく変
化してきました。今後もラクスル単体としてもグループ全体とし
ても変化し続けていくでしょう。そうなった時に、ラクスルがその
中心に位置取り、しっかりとグリップできるようにコーポレート・
ガバナンスを構築していく必要があります。基本方針を示しな
がらも、各社の状況に応じてそれぞれのガバナンスのあり方を
作り上げてもらいながら、グループ全体のガバナンスをどう構
築していくのか。私たちも監査を強くしていかなければなりませ
ん。

——当社の企業価値を高めるために重要なことは何でしょう
か。

　企業価値を高めるためには、継続的に成長していく必要が
あります。投資家の皆さま、ユーザーの皆さま、サプライヤーの
皆さまから、「ラクスルは将来的にも成長できる」と期待してい
ただける企業であり続けなければなりません。そのためにはま
ず、取扱う商品やサービスが魅力的であるよう、企業努力が必
要です。そしてその商品・サービスを磨き込むためには、優秀な
人材が不可欠でしょう。そしてその優秀な人材によってよい
パートナーシップを結び、共に成長していくことができるサプラ
イヤー様の姿を見ていただくことができれば、提携したいと考
えていただける企業様も増えていくはずです。そうして、ラクス
ルは魅力のある企業として、成長を持続していくための努力を
しなければならないのです。

　また、ESGの観点からみれば、環境については自社でできる
CO₂削減の取り組みは十分に推進されてきたと評価していま
す。今後はいかに、サプライヤー様と共に取り組むことができる
か。まだまだ改善の余地があるのではないかと思います。そし
て社会については、女性の活躍の場が広がってきていること
も、評価すべき点ではないでしょうか。ラクスルには創業間もな
い頃から、活躍している女性がたくさんいます。初期の頃は、特
にカスタマーサポートやコーポレート部門に女性が多い印象
がありましたが、現在では様々な職種・ポジションで活躍する人
が増えてきました。同時に、ベトナムとインドに拠点を持ち、外
国籍のメンバーも増えていますので、それぞれにとって働きや
すい環境であるように、今後もメンバーや社会状況の変化に応
じて制度を随時アップデートしていく必要があると思います。そ
して、働くメンバー、そしてその家族にとっても価値ある会社で
あり続けてほしいです。

——最後に、ステークホルダーの皆さまに向けてメッセージを
聞かせてください。

　ラクスルは「仕組みを変えれば、世界はもっと良くなる」という
ビジョンを掲げ、世界がもっと良くなるようにサービスを磨き込
み、多様な人材が働きやすくやりがいを持って活躍できる環境を
整備し、サプライヤー様と共に発展していくことで、企業価値を
高めていき、あらゆるステークホルダーの皆さまにご支持いただ
けるよう、創業以来事業活動を続けています。

　ラクスルは今後も変化をしていくと思いますが、ビジョンにもと
づく経営は変わらないものと信じております。ラクスルが今後も
継続的に成長し、世界がもっと良くなるよう、社外取締役･監査
等委員としての職務を果たしてまいりたいと思います。

*東京商工リサーチ調べ（ 2022 年 12 月時点 主要ネット印刷サービスにおいて）
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累計登録ユーザー

*2023年1月31日時点

120万人 万人208
FY2020 FY2021 FY2022

25.4%

26.9%

29.0%

売上総利益売上高 売上総利益率

( 百万円)
業績とKPI​Business Model

当社は全国の印刷会社をネットワーク化し、そのキャパシティをダイレクトに顧客に
届けることによって、その取引コストを最小化し、オンデマンドにサービスを提供する
ことを可能にしています。

顧客やその取引量の増加が、サプライヤーの更なる生産性改善につながり、サプラ
イヤーの生産性向上によるコスト低減が、更なる顧客とその取引量の増加につなが
る、需要・供給の両サイドにWin-Winな自律成長モデルとなっているのが特徴です。

取引量増加

コスト低減

顧客を

エンパワーメント

サプライヤーを

エンパワーメント

顧客

の増加

サプライヤー

の生産性改善
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ラクスル

4,144

16,270

20,253

5,451

27,325

7,918



課題と戦略
小ロット・短納期・低価格を強みにニーズが多い個人やSMEの
顧客の事務用印刷や商業印刷をターゲットにスタートしたラクス
ルですが、近年は「紙以外」への印刷、並びに、より大企業の顧
客の印刷に関わる課題解決を成長ドライバーとして注力してお
ります。昨年子会社したダンボールや梱包材を取り扱う「ダン
ボールワン」をはじめ、ノベルティ事業やアパレル事業を社内で
立ち上げ、TAM(Total Addressable Market)の拡張を図ってお
り、今後も既存商材とシナジーが見込まれる領域へのM&Aを通
じた進出や内製での事業立ち上げを通じて継続的にTAM拡張
を検討していきます。

また、蓄積した技術力、知見を活用し、複雑化した大企業の購買
フローを効率化する「ラクスルエンタープライズ」を通じた顧客層
の拡大にも継続して取り組んでいきます。

オフィス/産業資材への印刷 紙への印刷

3 兆円 1-2 兆円3-5 兆円

3-4 % 1 %未満1%

チラシ等紙への小ロット印刷

当社は該当市場で最も高い成長を実現シェアリングノウハウを活用し、


オフィス/産業資材の小ロット印刷へ進出
既存顧客へのクロスセルで

顧客のARPU向上を実現

集客支援

市場規模 市場規模市場規模

EC化率 EC化率EC化率

取り組み
取り扱い商材の拡大 ラクスルエンタープライズの拡大

500種類以上のダンボール・梱包材

80,000点以上のアパレル・ユニフォーム

6,000点以上のノベルティ
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3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q
FY2021 FY2022

109

257

440

576

687

779
企業数
ユーザー数

196

1,011

2,466

3,717

5,599

7,026



( 百万円)
業績とKPI​
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独自の「テレビCM効果
分析ツール」で放映プ
ラン最適化を行うと共
に、テレビCM全体の費
用対効果を可視化

4 分析
定量・定性調査やWEB
広告効果検証をもとに、
ターゲット（WHO）・コン
セプト（WHAT）を策定

1 企画

自社や競合他社の効果
データに基づき、放 映
枠・クリエイティブ割付
を最適化

3 放映
コンセプトをベースに成
果創出にこだわったクリ
エイターチームで複数
のクリエイティブを制作

2 制作

ラクスルのマーケティングノウハウを詰め込んだ、「成長と効率化を同時に実現す
る」広告プラットフォームです。従来ブラックボックス化していたテレビCMを中心とし
た広告効果を、独自のツールを用いて放映１本単位でリアルタイムに可視化させる
ことで顧客の事業成長を支援します。

Business Model

ノバセル

SaaS売上高 4百万円 百万円209
FY2020 FY2021 FY2022

485

855

2,041

1,082

2,828

1,292

56.7%

53.0%

45.7%

売上総利益売上高 売上総利益率



課題と戦略
これまでノバセルは、テレビCMの領域から、広告エージェント事業・
SaaS事業を通じ、課題解決に取り組んできましたが、それはあくまで

マーケティングにおける一領域にとどまり、マーケティング業界には、戦略
人材やノウハウの不足、多額な費用をかけた施策の効果が可視化され
ていない、費用が不透明など未だに様 な々課題があります。

ノバセルの「マーケティングプラットフォーム」を通じ、マーケティング業界
の課題に幅広くアプローチすることで、「マーケティングの民主化」、つま
りは誰しもが正しい効果を把握できる「広告効果の民主化」と、誰しもが
マーケティングを使いこなせる「プランニングの民主化」を実現します。

従来難しかったTVCMの効果をエリア別・番組別・クリエイティ
ブ別にリアルタイムに可視化できるツール

最短20分で顧客100名の声を集めて経営判断に生かせる超高速定
量調査サービス。調査会社を介さずにモニターに直接アンケート配
信することにより安価な調査実施を実現

自社だけでなく他社のCM効果を即時に可視化できるツール。
他社がどのようなCMを、どの枠で放映し、どの程度効果があっ
たのかを即時に可視化することが可能

取り組み

エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー

戦略立案・リサーチ

ノビシロ ノバセル

アナリティクス

M&Aを通じた

拡張も検討

ノバセルトレンド

テレビCM WEB広告

SaaS

ノビシロPRO

ワンストップ

運用型テレビCM

成果報酬型クロスコミット

オーディットサービス

クリエイタープロモーション

Youtube

SaaSの拡大

ノバセルアナリティクス ノビシロ ノバセルトレンド
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グループ会社​

個人や企業への配送を行うラストワンマイルから都市間の輸送などを行う幹線輸送まで、全国の物流を支える
サービスを展開



物流業界における多様な課題を解決するオープンパブリックプラットフォームとなるため、2022年8月にセイノー
ホールディングス株式会社とのJV化を実施。同社のもつ全国の顧客・運送会社のネットワークとハコベルのもつ
テクノロジー・オペレーションの力を組み合わせることで、日本の物流インフラのDXを加速させることを目指す

コーポレートITのアナログ業務を自動化し、業務コスト削減とセキュリティレベル向上を支えるITデバイス & SaaS
統合管理サービスを展開



2021年9月の開始以来、堅調に事業を立ち上げており、2022年9月にシリーズAで44億円の資金調達を実施。
国内に加え海外へのサービス開始に向け準備中

誰でも簡単に自分だけのホームページが作れるSaaSサービスを展開

ラクスル事業の集客支援領域への事業展開の一環としてグループに参画



日本全国の多様な業種の顧客が販促・販売目的で利用しており、月次売上高は70百万円程度

国内屈指のオンデマンド印刷機台数を誇り、オンデマンド印刷領域における知見を活かした事業を展開

短納期、小ロットかつ低コストで商品を提供する仕組みを構築



2023年8月に当社向けオンデマンド印刷事業を譲り受け、連結子会社化予定

持分法適用会社

将来連結可能

持分法適用会社

持分法適用会社
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財務情報
2018年7月期（百万円） 2019年7月期 2020年7月期 2021年7月期 2022年7月期

Part 5
Facts

66

損益計算書 売上高


売上総利益


営業利益


EBITDA


経常利益


当期純利益

10,993


2,693


93


191


43


15

16,503


3,859


143


256


130


69

19,434


4,866


1


-244


-368


-494

25,523


7,091


220


1,030


130


160

33,980


9,803


462


1,634


1,021

-167


貸借対照表 流動資産


固定資産


総資産


流動負債


固定負債


純資産

7,598


1,159


8,758


1,846


235


6,675

7,981


1,264


9,246


2,332


103


6,809

18,023


1,356


19,379


2,405


10,172


6,801

16,916


4,999


21,916


5,068


8,851


7,996

19,660


8,973


28,633


7,774


11,546


9,312

キャッシュ・フロー

計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー


投資活動によるキャッシュ・フロー


財務活動によるキャッシュ・フロー


現金及び現金同等物の期末残高

137


3,342


6,366

-139


11


5,904

-266


-206


-126


-283


9,956


15,451

1,539


75


13,447

-3,618


837


2,206


13,682

-2,808


*EBITDA：営業利益+のれん償却額+減価償却費+株式報酬費用



人的資本データ

全体


男性


女性


全体


男性


女性

全体


男性


女性


Non-Japanese

30歳未満


30～ 39歳


40～ 49歳


50～ 59歳


60歳以上

全体採用数

中途採用数

区分

526


306


220


65

人数(人) 比率(%)

--


58.2%


41.8%


12.4%

従業員数

正社員数

派遣社員数

管理職数

採用数
（正社員）

従業員の年齢の状況
（正社員）

非正社員数
(契約社員・アルバイト／パート)
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2022年7月31日時点

平均年間給与

育児休業取得率

有給休暇取得率

障がい者雇用率

リモートワーク制度利用率

全体


男性


女性


全体


男性


女性


全体


全体


男女の賃金差異


全体


全体


男性


女性


全体


全体

平均年齢

平均勤続年数

離職率

34.0歳


34.1歳


33.1歳


2.4年


2.1年


3.0年


12.7%


7,015千円


76.8%


1.2%


88.5%


72.7%


100.0%


61.0%


100.0%

区分 データ

オンボーディング指標（上司部下の関係性）

ビジョン共感指数

エンゲージメント指数

従業員サーベイ
（5段階評価のうち4及び5評価の割合）

（5段階評価のうち4及び5評価の割合）
オンボーディングサーベイ

484名

295名


18名

8名


35名

171名

ラクスル・海外開発拠点

全従業員(任意)

管理職

管理職(推薦者)

管理職・希望者

新入社員

情報セキュリティ研修

ダイバーシティ研修

アンコンシャスバイアス研修

マネジメント研修　

語学トレーニング

新人研修 (中途・新卒共通 )

100.0%

56.1%


100.0％

100.0%


--

100.0%

対象 受講者数 受講率

*ラクスル社・ダンボールワン社・ノバセル社・ハコベル社・海外開発拠点を対象 
*「平均年間給与」「障がい者雇用率」「育児休業取得率」「有給休暇取得率」はラクスル社を対象 
*「男女の賃金差異」は、正社員を対象とした男性の賃金に対する女性の賃金の割合 
  ・男女の賃金差異の主な要因として、報酬体系の異なるカスタマーサポート職に女性が多いこと等が挙げられる 
  ・今後、継続的な詳細分析を進めるとともに、女性の幹部登用や女性の多い職種での報酬見直し等、女性活躍実現に向けた取り組みを順次推進予定 
*離職率は、2022年5月1日から2023年4月30日を対象期間として算定したもの 
*アンコンシャスバイアス研修、マネジメント研修は上位管理職から順次受講予定 
*人的資本データ（一部除く）の過去推移：https://corp.raksul.com/esg/esg_data/#social

76.7%

98.1%

86.9％

全体 94 17.9%

全体


全体


男性


女性

13


139


122


17

--


--


87.8%


12.2%

163


100


63


154


93


61

--


61.3%


38.7%


--


60.4%


39.6%

172


215


85


3


2

29.4%


49.8%


19.7%


0.7%


0.5%

全体 432 82.1%



株式情報
大株主

2023年1月31日時点

株主構成

上場証券取引所


証券コード


発行可能株式総数


発行済株式の総数


株主数


単元株式数

8,055名


100株

96,688,000株

29,188,860株

東京証券取引所プライム市場


4384

(2023年2月1日に株式分割を実施。分割後の発行可能株式数は193,376,000株)

(2023年2月1日に株式分割実施。分割後の発行済株式の総数は58,377,720株)

株主名 持株数(株) 持株比率(%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）


松本恭攝


株式会社日本カストディ銀行（信託口）


STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY  
505303


NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE IEDU UCITS 
CLIENTS NON TREATY ACCOUNT 15.315 PCT


THE BANK OF NEW YORK 133652


THE BANK OF NEW YORK MELLON 140051


THE BANK OF NEW YORK 133612


日本生命保険相互会社


STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
505019

5,578,100


4,894,250


2,746,100


940,000


920,000


742,600


646,800


599,400


475,000


469,000

19.11


16.76


9.40


3.22


3.15


2.54


2.21


2.05


1.62


1.60
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36%

34%

19%

11%

海外機関投資家

国内機関投資家

当社役職員

個人投資家・その他



会社情報
ディスクロージャーポリシー
本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、
当該記述を作成した時点における情報に基づいて作成されたものにすぎませ
ん。

さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実
性を内包するものです。実際の結果は環境の変化等により、将来の見通しと大
きく異なる可能性があることにご留意ください。



上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の
関連する業界動向等が含まれますが、これらに限られるものではありません。

今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合において、当社は、本資料に
含まれる将来に関するいかなる情報についても、更新・改訂を行う義務を負う
ものではありません。



また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用した
ものであり、かかる情報の正確性、適切性等について当社は何らの検証も行っ
ておらず、またこれを保証するものではありません。

Part 5
Facts

69

会社名


本社所在地


グループ会社

設立


代表者


資本金


従業員数

ラクスル株式会社


東京都品川区上大崎2-24-9アイケイビル1F

2009年9月


松本 恭攝


2,694百万円（2022年7月31日時点）


526名（2022年7月31日時点）

ノバセル株式会社

株式会社ダンボールワン


ハコベル株式会社

株式会社ペライチ


ネットスクウェア株式会社

ジョーシス株式会社

RAKSUL VIETNAM COMPANY LIMITED


RAKSUL INDIA PRIVATE LIMITED
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